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(57)【要約】
【課題】円滑に各商品収納室内を適温に保つことができ
る自動販売機を提供する。
【解決手段】放熱用室内熱交換器ＲＨＥの冷媒下流側で
あって、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥの冷媒上流側に位置
する膨張弁４４と、この膨張弁を制御する制御装置Ｃを
備え、この制御装置は、室外熱交換器６２で冷媒を吸熱
させるとき、放熱用室内熱交換器出口の冷媒過冷却度に
基づいて膨張弁を制御し、吸熱用室内熱交換器で冷媒を
吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過
熱度に基づいて膨張弁を制御する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮する圧縮機と、冷媒を放熱させて前
記商品収納室内を加熱する放熱用室内熱交換器と、冷媒を吸熱させて前記商品収納室内を
冷却する吸熱用室内熱交換器と、前記商品収納室の外部に設けられ、冷媒を放熱又は吸熱
させる室外熱交換器とを備えた自動販売機において、
　前記放熱用室内熱交換器の冷媒下流側であって、前記吸熱用室内熱交換器の冷媒上流側
に位置する絞り手段と、該絞り手段を制御する制御手段とを備え、
　該制御手段は、前記室外熱交換器で冷媒を吸熱させるとき、前記放熱用室内熱交換器出
口の冷媒過冷却度に基づいて前記絞り手段を制御し、
　前記吸熱用室内熱交換器で冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒
過熱度に基づいて前記絞り手段を制御することを特徴とする自動販売機。
【請求項２】
　前記制御手段は、前記吸熱用室内熱交換器で冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱
交換器出口の冷媒過熱度が所定の目標範囲内である場合は、前記放熱用室内熱交換器出口
の冷媒過冷却度に基づいて前記絞り手段を制御することを特徴とする請求項１に記載の自
動販売機。
【請求項３】
　本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮する圧縮機と、冷媒を吸熱させて前
記商品収納室内を冷却する吸熱用室内熱交換器と、冷媒を放熱させて前記商品収納室内を
それぞれ加熱する複数の放熱用室内熱交換器と、各放熱用室内熱交換器に通風してそれら
と熱交換した空気を前記商品収納室内にそれぞれ循環させる複数の送風機とを備えた自動
販売機において、
　前記送風機の運転を制御する制御手段を備え、
　前記複数の放熱用室内熱交換器は、冷媒流に対して直列に接続されており、
　前記制御手段は、冷媒上流側に位置する前記放熱用室内熱交換器に通風する前記送風機
を制御することにより、冷媒下流側に位置する前記放熱用室内熱交換器の放熱量を調整す
ることを特徴とする自動販売機。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記冷媒下流側に位置する前記放熱用室内熱交換器で加熱される前記
商品収納室の温度と当該商品収納室の設定温度の差が大きい場合、前記冷媒上流側に位置
する前記放熱用室内熱交換器に通風する前記送風機の風量を減少させることを特徴とする
請求項３に記載の自動販売機。
【請求項５】
　前記吸熱用室内熱交換器で冷却される前記商品収納室と前記冷媒上流側に位置する前記
放熱用室内熱交換器で加熱される前記商品収納室とが隣接していることを特徴とする請求
項３又は請求項４に記載の自動販売機。
【請求項６】
　本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮する圧縮機と、冷媒を放熱させて前
記商品収納室内を加熱する放熱用室内熱交換器と、冷媒を吸熱させて前記商品収納室内を
それぞれ冷却する複数の吸熱用室内熱交換器と、各吸熱用室内熱交換器に通風してそれら
と熱交換した空気を前記商品収納室内にそれぞれ循環させる複数の送風機とを備えた自動
販売機において、
　前記送風機の運転を制御する制御手段を備え、
　前記複数の吸熱用室内熱交換器は、冷媒流に対して直列に接続されており、
　前記制御手段は、冷媒上流側に位置する前記吸熱用室内熱交換器に通風する前記送風機
を制御することにより、冷媒下流側に位置する前記吸熱用室内熱交換器の吸熱量を調整す
ることを特徴とする自動販売機。
【請求項７】
　前記制御手段は、前記冷媒下流側に位置する前記吸熱用室内熱交換器で冷却される前記



(3) JP 2016-18383 A 2016.2.1

10

20

30

40

50

商品収納室の温度と当該商品収納室の設定温度の差が大きい場合、前記冷媒上流側に位置
する前記吸熱用室内熱交換器に通風する前記送風機の風量を減少させることを特徴とする
請求項６に記載の自動販売機。
【請求項８】
　前記放熱用室内熱交換器で加熱される前記商品収納室と前記冷媒上流側に位置する前記
吸熱用室内熱交換器で冷却される前記商品収納室とが隣接していることを特徴とする請求
項６又は請求項７に記載の自動販売機。
【請求項９】
　冷却及び加熱の切り換えが可能な前記商品収納室としての複数の冷温切換室及び各冷温
切換室にそれぞれ設けられた複数の冷温切換室用室内熱交換器と、
　冷却専用の前記商品収納室としての冷却専用室及び該冷却専用室に設けられた冷却専用
室用室内熱交換器とを備え、
　前記冷温切換室用室内熱交換器が、前記放熱用室内熱交換器又は吸熱用室内熱交換器と
して機能し、
　前記冷却専用室用室内熱交換器が、前記吸熱用室内熱交換器として機能することを特徴
とする請求項１乃至請求項８のうちの何れかに記載の自動販売機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷媒を圧縮する圧縮機を備え、室内熱交換器にて冷媒を放熱させて商品収納
室内を加熱し、冷媒を吸熱させて商品収納室内を冷却する所謂ヒートポンプ式の自動販売
機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　此の種ヒートポンプ式の自動販売機では複数の商品収納室が本体内に構成されており、
それらのうちの何れかが冷却専用の冷却専用室とされ、残りは冷却及び加熱の切り換えが
可能な冷温切換室とされている。そして、冷却専用室は冷媒を吸熱させる冷却専用室用の
室内熱交換器（第１の熱交換器）により冷却される。また、冷温切換室を冷却する使用状
態では、冷温切換室用の室内熱交換器で冷媒を吸熱させ、加熱する使用状態では冷温切換
室用の室内熱交換器で冷媒を放熱させるものであった。
【０００３】
　また、商品収納室外には室外熱交換器（第２の熱交換器）が設けられ、冷却専用室内が
十分に冷却されている場合には室外熱交換器で冷媒を吸熱させ、加熱する使用状態の冷温
切換室内が十分に加熱されている場合には室外熱交換器で冷媒を放熱させるように構成さ
れていた（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　また、空調装置ではあるが、ヒートポンプの制御として、室内熱交換器で暖房する場合
には膨張弁によって冷媒の過冷却度を制御し、冷房する場合には過熱度を制御して室内熱
交換器の冷媒量を適切にすることが知られている（例えば、特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００５－２１６１１１号公報
【特許文献２】特開昭６０－２４３４６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、自動販売機は膨張弁を絞って冷媒を放熱させる室内熱交換器の過冷却度
を大きくし、放熱を優先させると、冷媒を吸熱させる室内熱交換器の冷媒量が減少し、過
熱度が大きくなって蒸発圧力が低下してしまう。逆に、膨張弁の弁開度を拡大させて冷媒
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を吸熱させる室内熱交換器の冷媒流量を増大させ、過熱度を小さくして吸熱を優先させる
と、冷媒を放熱させる室内熱交換器での冷媒の過冷却度が下がり、凝縮圧力が低下してし
まうことになる。そのため、各商品収納室内を高効率で適温に維持することが困難であっ
た。
【０００７】
　また、冷媒を放熱させる室内熱交換器が二つ以上直列に接続される場合や、冷媒を吸熱
させる室内熱交換器が二つ以上直列に接続される場合、冷媒流に対して上流側となる室内
熱交換器で冷媒は放熱又は吸熱し始めるため、冷媒流に対して下流側となる室内熱交換器
での放熱量又は吸熱量が不足し、当該室内熱交換器で加熱又は冷却される商品収納室内を
適温に維持することが困難となる問題があった。
【０００８】
　本発明は、係る従来の技術的課題を解決するために成されたものであり、円滑に各商品
収納室内を適温に保つことができる自動販売機を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１の発明の自動販売機は、本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮す
る圧縮機と、冷媒を放熱させて商品収納室内を加熱する放熱用室内熱交換器と、冷媒を吸
熱させて商品収納室内を冷却する吸熱用室内熱交換器と、商品収納室の外部に設けられ、
冷媒を放熱又は吸熱させる室外熱交換器とを備えたものであって、放熱用室内熱交換器の
冷媒下流側であって、吸熱用室内熱交換器の冷媒上流側に位置する絞り手段と、この絞り
手段を制御する制御手段とを備え、この制御手段は、室外熱交換器で冷媒を吸熱させると
き、放熱用室内熱交換器出口の冷媒過冷却度に基づいて絞り手段を制御し、吸熱用室内熱
交換器で冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過熱度に基づいて絞
り手段を制御することを特徴とする。
【００１０】
　請求項２の発明の自動販売機は、上記発明において制御手段は、吸熱用室内熱交換器で
冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過熱度が所定の目標範囲内で
ある場合は、放熱用室内熱交換器出口の冷媒過冷却度に基づいて絞り手段を制御すること
を特徴とする。
【００１１】
　請求項３の発明の自動販売機は、本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮す
る圧縮機と、冷媒を吸熱させて商品収納室内を冷却する吸熱用室内熱交換器と、冷媒を放
熱させて商品収納室内をそれぞれ加熱する複数の放熱用室内熱交換器と、各放熱用室内熱
交換器に通風してそれらと熱交換した空気を商品収納室内にそれぞれ循環させる複数の送
風機とを備えたものであって、送風機の運転を制御する制御手段を備え、複数の放熱用室
内熱交換器は、冷媒流に対して直列に接続されており、制御手段は、冷媒上流側に位置す
る放熱用室内熱交換器に通風する送風機を制御することにより、冷媒下流側に位置する放
熱用室内熱交換器の放熱量を調整することを特徴とする。
【００１２】
　請求項４の発明の自動販売機は、上記発明において制御手段は、冷媒下流側に位置する
放熱用室内熱交換器で加熱される商品収納室の温度と当該商品収納室の設定温度の差が大
きい場合、冷媒上流側に位置する放熱用室内熱交換器に通風する送風機の風量を減少させ
ることを特徴とする。
【００１３】
　請求項５の発明の自動販売機は、請求項３又は請求項４の発明において、吸熱用室内熱
交換器で冷却される商品収納室と冷媒上流側に位置する放熱用室内熱交換器で加熱される
商品収納室とが隣接していることを特徴とする。
【００１４】
　請求項６の発明の自動販売機は、本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮す
る圧縮機と、冷媒を放熱させて商品収納室内を加熱する放熱用室内熱交換器と、冷媒を吸
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熱させて商品収納室内をそれぞれ冷却する複数の吸熱用室内熱交換器と、各吸熱用室内熱
交換器に通風してそれらと熱交換した空気を商品収納室内にそれぞれ循環させる複数の送
風機とを備えたものであって、送風機の運転を制御する制御手段を備え、複数の吸熱用室
内熱交換器は、冷媒流に対して直列に接続されており、制御手段は、冷媒上流側に位置す
る吸熱用室内熱交換器に通風する送風機を制御することにより、冷媒下流側に位置する吸
熱用室内熱交換器の吸熱量を調整することを特徴とする。
【００１５】
　請求項７の発明の自動販売機は、上記発明において制御手段は、冷媒下流側に位置する
吸熱用室内熱交換器で冷却される商品収納室の温度と当該商品収納室の設定温度の差が大
きい場合、冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器に通風する送風機の風量を減少させ
ることを特徴とする。
【００１６】
　請求項８の発明の自動販売機は、請求項６又は請求項７の発明において、放熱用室内熱
交換器で加熱される商品収納室と冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器で冷却される
商品収納室とが隣接していることを特徴とする。
【００１７】
　請求項９の発明の自動販売機は、上記各発明において冷却及び加熱の切り換えが可能な
商品収納室としての複数の冷温切換室及び各冷温切換室にそれぞれ設けられた複数の冷温
切換室用室内熱交換器と、冷却専用の商品収納室としての冷却専用室及びこの冷却専用室
に設けられた冷却専用室用室内熱交換器とを備え、冷温切換室用室内熱交換器が、放熱用
室内熱交換器又は吸熱用室内熱交換器として機能し、冷却専用室用室内熱交換器が、吸熱
用室内熱交換器として機能することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　請求項１の発明によれば、本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮する圧縮
機と、冷媒を放熱させて商品収納室内を加熱する放熱用室内熱交換器と、冷媒を吸熱させ
て商品収納室内を冷却する吸熱用室内熱交換器と、商品収納室の外部に設けられ、冷媒を
放熱又は吸熱させる室外熱交換器とを備えた自動販売機において、放熱用室内熱交換器の
冷媒下流側であって、吸熱用室内熱交換器の冷媒上流側に位置する絞り手段と、この絞り
手段を制御する制御手段とを備え、この制御手段が、室外熱交換器で冷媒を吸熱させると
き、放熱用室内熱交換器出口の冷媒過冷却度に基づいて絞り手段を制御し、吸熱用室内熱
交換器で冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過熱度に基づいて絞
り手段を制御するようにしたので、吸熱用室内熱交換器で冷媒を吸熱させず、室外熱交換
器で吸熱させるときは、放熱用室内熱交換器による商品収納室内の加熱を優先し、放熱用
室内熱交換器出口の冷媒過冷却度に基づいて絞り手段を制御することができる。
【００１９】
　一方、吸熱用室内熱交換器で冷媒を吸熱させるときには、当該吸熱用室内熱交換器によ
る商品収納室内の冷却を優先し、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過熱度に基づいて絞
り手段を制御することができる。これにより、各商品収納室内を適温に維持することが可
能となる。
【００２０】
　ここで、常に放熱用室内熱交換器による商品収納室内の加熱を優先するようにすると、
吸熱用室内熱交換器による商品収納室内の冷却が不足した場合、室外熱交換器で外部に冷
媒を放熱させなければならなくなる。この商品収納室の外部の温度は放熱用室内熱交換器
で加熱される商品収納室内の温度より大幅に低いため、冷媒回路の高圧側圧力が下がり、
放熱用室内熱交換器での放熱に切り換えたときに高圧側圧力が上昇するまで時間がかかる
ようになって、エネルギー効率が悪化してしまう。また、室外熱交換器での放熱に切り換
えるには冷媒の流路を切り換える必要が生じるが、本発明の如く吸熱用室内熱交換器で冷
媒を吸熱させるときには吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過熱度に基づいて絞り手段を制御
して、商品収納室の冷却を優先するようにすれば、係る問題も発生せず、高効率で各商品
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収納室内を適温に維持することができるようになるものである。
【００２１】
　この場合、請求項２の発明の如く制御手段が、吸熱用室内熱交換器で冷媒を吸熱させる
とき、当該吸熱用室内熱交換器出口の冷媒過熱度が所定の目標範囲内である場合は、放熱
用室内熱交換器出口の冷媒過冷却度に基づいて絞り手段を制御するようにすれば、吸熱用
室内熱交換器で冷却される商品収納室内が安定して冷却されている状態では、放熱用室内
熱交換器出口の冷媒過冷却度による絞り手段の制御に切り換えて、当該放熱用室内熱交換
器で加熱される商品収納室の加熱も向上させることができるようになる。これにより、各
商品収納室内の冷却と加熱を円滑に両立させることが可能となる。
【００２２】
　請求項３の発明によれば、本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮する圧縮
機と、冷媒を吸熱させて商品収納室内を冷却する吸熱用室内熱交換器と、冷媒を放熱させ
て商品収納室内をそれぞれ加熱する複数の放熱用室内熱交換器と、各放熱用室内熱交換器
に通風してそれらと熱交換した空気を商品収納室内にそれぞれ循環させる複数の送風機と
を備えた自動販売機において、送風機の運転を制御する制御手段を備え、複数の放熱用室
内熱交換器は、冷媒流に対して直列に接続されており、制御手段が、冷媒上流側に位置す
る放熱用室内熱交換器に通風する送風機を制御することにより、冷媒下流側に位置する放
熱用室内熱交換器の放熱量を調整するようにしたので、例えば、請求項４の発明の如く、
制御手段が、冷媒下流側に位置する放熱用室内熱交換器で加熱される商品収納室の温度と
当該商品収納室の設定温度の差が大きい場合、冷媒上流側に位置する放熱用室内熱交換器
に通風する送風機の風量を減少させることにより、冷媒が放熱し始める冷媒上流側に位置
する放熱用室内熱交換器の放熱量を送風機の制御によって減少させ、冷媒下流側に位置す
る放熱用室内熱交換器の放熱量を確保することが可能となる。これにより、冷媒下流側に
位置する放熱用室内熱交換器で加熱される商品収納室内の加熱を支障無く行い、適温に維
持することが可能となる。
【００２３】
　この場合、請求項５の発明の如く吸熱用室内熱交換器で冷却される商品収納室と冷媒上
流側に位置する放熱用室内熱交換器で加熱される商品収納室とが隣接するように構成すれ
ば、吸熱用室内熱交換器で冷却される商品収納室と隣り合うことで負荷が大きくなる商品
収納室の加熱を、冷媒が放熱し始める冷媒上流側に位置する放熱用室内熱交換器で優先的
に行うことができるようになり、当該商品収納室の加熱を円滑に行うことが可能となる。
【００２４】
　請求項６の発明によれば、本体内に複数構成された商品収納室と、冷媒を圧縮する圧縮
機と、冷媒を放熱させて商品収納室内を加熱する放熱用室内熱交換器と、冷媒を吸熱させ
て商品収納室内をそれぞれ冷却する複数の吸熱用室内熱交換器と、各吸熱用室内熱交換器
に通風してそれらと熱交換した空気を商品収納室内にそれぞれ循環させる複数の送風機と
を備えた自動販売機において、送風機の運転を制御する制御手段を備え、複数の吸熱用室
内熱交換器は、冷媒流に対して直列に接続されており、制御手段が、冷媒上流側に位置す
る吸熱用室内熱交換器に通風する送風機を制御することにより、冷媒下流側に位置する吸
熱用室内熱交換器の吸熱量を調整するようにしたので、例えば、請求項７の発明の如く、
制御手段が、冷媒下流側に位置する吸熱用室内熱交換器で冷却される商品収納室の温度と
当該商品収納室の設定温度の差が大きい場合、冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器
に通風する送風機の風量を減少させることにより、冷媒が吸熱し始める冷媒上流側に位置
する吸熱用室内熱交換器の吸熱量を送風機の制御によって減少させ、冷媒下流側に位置す
る吸熱用室内熱交換器の吸熱量を確保することが可能となる。これにより、冷媒下流側に
位置する吸熱用室内熱交換器で冷却される商品収納室内の冷却を支障無く行い、適温に維
持することが可能となる。
【００２５】
　この場合、請求項８の発明の如く放熱用室内熱交換器で加熱される商品収納室と冷媒上
流側に位置する吸熱用室内熱交換器で冷却される商品収納室とが隣接するように構成すれ
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ば、放熱用室内熱交換器で加熱される商品収納室と隣り合うことで負荷が大きくなる商品
収納室の冷却を、冷媒が吸熱し始める冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器で優先的
に行うことができるようになり、当該商品収納室の冷却を円滑に行うことが可能となる。
【００２６】
　尚、実際の自動販売機の多くは請求項９の発明の如く、冷却及び加熱の切り換えが可能
な商品収納室としての複数の冷温切換室及び各冷温切換室にそれぞれ設けられた複数の冷
温切換室用室内熱交換器と、冷却専用の商品収納室としての冷却専用室及びこの冷却専用
室に設けられた冷却専用室用室内熱交換器とを備え、冷温切換室用室内熱交換器が、放熱
用室内熱交換器又は吸熱用室内熱交換器として機能し、冷却専用室用室内熱交換器が、吸
熱用室内熱交換器として機能することになるが、上記各発明によれば冷温切換室を加熱す
る使用状態と冷却する使用状態の何れにおいても各商品収納室内の温度を適温に保つこと
が可能となるものである。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明を適用した一実施例の自動販売機の正面図である。
【図２】図１の自動販売機の外扉を開いた状態の斜視図である。
【図３】図１の自動販売機の一実施例の冷媒回路図である（実施例１）。
【図４】図３の制御装置によるＨ－Ｃ－Ｃ室内吸熱モードを説明する自動販売機の冷媒回
路図である。
【図５】図３の制御装置によるＨ－Ｃ－Ｃ室外吸熱モードを説明する自動販売機の冷媒回
路図である。
【図６】図３の制御装置によるＨ－Ｃ－Ｃ室外放熱モードを説明する自動販売機の冷媒回
路図である。
【図７】図３の制御装置によるＨ－Ｈ－Ｃ室内吸熱モードを説明する自動販売機の冷媒回
路図である。
【図８】図３の制御装置によるＨ－Ｈ－Ｃ室外吸熱モードを説明する自動販売機の冷媒回
路図である。
【図９】図３の制御装置によるＨ－Ｈ－Ｃ室外放熱モードを説明する自動販売機の冷媒回
路図である。
【図１０】図３の制御装置によるＣ－Ｃ－Ｃモードを説明する自動販売機の冷媒回路図で
ある。
【図１１】図３の制御装置による膨張弁制御のフローチャートである。
【図１２】室内熱交換器での冷媒過冷却度と加熱効果を説明するｐ－ｈ線図である。
【図１３】室内熱交換器での冷媒過熱度と冷却効果を説明する模式図である。
【図１４】図１の自動販売機の他の実施例の冷媒回路図である（実施例２）。
【図１５】図１４の制御装置によるＨ－Ｃ－Ｃモードを説明する自動販売機の冷媒回路図
である。
【図１６】図１４の制御装置によるＨ－Ｈ－Ｃモードを説明する自動販売機の冷媒回路図
である。
【図１７】図１４の制御装置によるＣ－Ｃ－Ｃモードを説明する自動販売機の冷媒回路図
である。
【図１８】図１５において冷媒上流側の室内熱交換器の送風機制御を行わない場合の各部
の温度を示す図である。
【図１９】図１５において冷媒上流側の室内熱交換器の送風機制御を行った場合の各部の
温度を示す図である。
【図２０】図１の自動販売機のもう一つの他の実施例の冷媒回路図である（実施例３）。
【図２１】図２０の制御装置の送風機制御による商品収納室内の温度の変化を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
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　以下、本発明の実施の形態について、図面に基づき詳細に説明する。
【実施例１】
【００２９】
　図１及び図２において、実施例の自動販売機１は、鋼板製の外面材２Ａとその内側に設
けられた断熱材（図示せず）から構成された前面が開口する断熱箱体である本体２と、こ
の本体２の前面を開閉自在に閉塞するよう一側（実施例では向かって左側）が本体２に回
動自在に枢支された外扉３を備えている。
【００３０】
　この外扉３の前面上部には商品サンプル室４が構成されており、この商品サンプル室４
内に陳列された複数の各商品サンプルに対応して複数の商品選択スイッチ６が配置されて
いる。また、商品サンプル室４の下側の外扉３前面には、広告パネル５が構成されており
、この広告パネル５の下側の外扉３前面下部には商品取出口７が構成されている。
【００３１】
　更に、外扉３前面の向かって右側（非枢支側）中央部には化粧パネル８が取り付けられ
ており、この化粧パネル８内に位置して硬貨投入口９、返却レバー１１が設けられている
。また、この化粧パネル８の向かって左側の外扉３前面には、金額表示器１２が取り付け
られている。更に、この金額表示器１２の下側の外扉３前面には紙幣識別装置（ビルバリ
）１４が取り付けられており、商品取出口７の向かって右側の外扉３前面には硬貨返却口
１３が構成されている。
【００３２】
　一方、本体２内の上部には上面、左右面及び後面が前記断熱材で囲繞され、前面が開口
した商品収納部１６が構成されている。この商品収納部１６は断熱性の収納部仕切板１７
によって左右方向三つの商品収納室に仕切られており、この例では向かって右側から二つ
が冷温切換室１５（商品収納室）とされ、向かって左側が冷却専用室２０（商品収納室）
とされている。
【００３３】
　尚、この冷却専用室２０は各冷温切換室１５よりも容積が大きい。これは冷却して販売
する商品のほうが、加熱して販売する商品よりも一般的に多いからである。この仕切板１
７で仕切られた冷温切換室１５、１５、及び、冷却専用室２０には、販売する商品が蛇行
状の商品通路に収納されるサーペンタイン式の商品収納コラム１８が前後方向及び左右方
向にそれぞれ設けられている。
【００３４】
　商品収納部１６の前面には、それぞれ断熱性を有し、商品収納部１６の前面開口の上部
側を開閉するための上部側内扉２１と、商品収納部１６の前面開口の下部側を開閉するた
めの下部側内扉２２が設けられている。この下部側内扉２２は本体２に回動自在に枢支さ
れている。
【００３５】
　また、下部側内扉２２の下部には商品収納部１６の各冷温切換室１５及び冷却専用室２
０側と外扉３側とを連通する商品搬出口２３が左右方向に並設されている。各商品搬出口
２３には開閉自在の搬出扉２４が上縁を中心して回動自在に取り付けられており、前方に
案内される商品に押されて回転し、商品搬出口２３を開放して商品を商品取出口７に搬出
する構成とされている。
【００３６】
　他方、上部側内扉２１は外扉３の商品サンプル室４の後側に対応して当該外扉３に取り
付けられており、外扉３を開閉することにより、上部側内扉２１によって商品収納部１６
の前面開口の上部側が開閉される構成とされている。更に、上部側内扉２１は外扉３を開
放した状態で、当該外扉３から独立して後方に開閉自在とされ、上部側内扉２１を外扉３
から後方に開いた状態で、商品サンプル室４内に陳列される商品サンプルを交換できるよ
うに構成されている。また、本体２内の下部には機械室２６が形成されている。
【００３７】
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　次に、図３は自動販売機１のこの実施例の冷却ユニットの冷媒回路を示している。この
図において、２７は冷媒を圧縮する圧縮機であり、機械室２６内に設置されている。圧縮
機２７の吐出側の配管２８は流路切換手段としての四方弁２９の第１のポートに接続され
、四方弁２９の第２のポートは配管３１を介してブリッジ回路３２に接続されている。こ
のブリッジ回路３２は順方向を同じくして直列に接続された二組の逆止弁３３及び３４と
、逆止弁３５及び３６の並列回路から構成されており（計四つの逆止弁から成る）、配管
２８は逆止弁３３と３４の接続点に接続されている。
【００３８】
　逆止弁３４と３６の接続点は配管３７を介して絞り手段としての膨張弁（電子膨張弁）
３８の入口に接続され、膨張弁３８の出口は配管３９を介して中央の冷温切換室１５内に
設けられた冷温切換室用の室内熱交換器（放熱用室内熱交換器ＲＨＥ又は吸熱用室内熱交
換器ＥＨＥとなる冷温切換室用室内熱交換器）４１の入口に接続されている。尚、膨張弁
３８には電磁弁（開閉弁）４２が並列に接続されている。
【００３９】
　室内熱交換器４１の出口は、配管４３を介して絞り手段としての膨張弁（電子膨張弁）
４４の入口に接続され、膨張弁４４の出口は配管４６を介して右端の冷温切換室１５内に
設けられた冷温切換室用の室内熱交換器（放熱用室内熱交換器ＲＨＥ又は吸熱用室内熱交
換器ＥＨＥとなる冷温切換室用室内熱交換器）４７の入口に接続されている。即ち、膨張
弁４４は室内熱交換器４１冷媒下流側であって、室内熱交換器４７の冷媒上流側に位置す
る。尚、膨張弁４４にも電磁弁（開閉弁）４８が並列に接続されている。
【００４０】
　また、各冷温切換室１５、１５内には送風機４９、５１がそれぞれ設けられており、こ
の送風機４９、５１により各室内熱交換器４１、４７に各冷温切換室１５、１５内の空気
を通風し、それらと熱交換した空気を各冷温切換室１５、１５内にそれぞれ循環させるよ
うに構成されている。
【００４１】
　室内熱交換器４７の出口は、配管５２を介して絞り手段としての膨張弁（電子膨張弁）
５３の入口に接続され、膨張弁５３の出口は配管５４を介して冷却専用室２０内に設けら
れた冷却専用室用の室内熱交換器（吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとなる冷却専用室用室内熱
交換器）５６の入口に接続されている。即ち、膨張弁５３は室内熱交換器４７の冷媒下流
側であって、室内熱交換器５６の冷媒上流側に位置している。尚、膨張弁５３にも電磁弁
（開閉弁）５７が並列に接続されている。また、冷却専用室２０内にも送風機５８が設け
られており、この送風機５８により室内熱交換器５６と熱交換した冷気を冷却専用室２０
内に循環させるように構成されている。
【００４２】
　以上により、各室内熱交換器４１、４７、５６は冷媒流に対して直列に接続されたかた
ちとなる。そして、室内熱交換器５６の出口は、配管５９を介してブリッジ回路３２の逆
止弁３３と３５との接続点に接続されている。ブリッジ回路３２の逆止弁３５と３６の接
続点は、配管６１を介して室外熱交換器６２の一端に接続されている。この室外熱交換器
６２は機械室２６内（商品収納室外）に設置されると共に、機械室２６内には更にこの室
外熱交換器６２に外気を通風するための送風機６３が設置されている。
【００４３】
　この室外熱交換器６２の他端は、配管６４を介して四方弁２９の第３のポートに接続さ
れ、四方弁２９の第４のポートは配管６６を介してアキュムレータ６７の入口に接続され
ている。このアキュムレータ６７の出口は、配管６８を介して圧縮機２７の吸込側に接続
され、自動販売機１の冷却ユニットの冷媒回路が構成されている。そして、この冷媒回路
には実施例ではＨＦＯ－１２３４ｙｆ冷媒が所定量封入される。
【００４４】
　また、四方弁２９は配管２８が接続された第１のポートを配管３１が接続された第２の
ポートに連通し、配管６４が接続された第３のポートを配管６６が接続された第４のポー
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トに連通させる状態と、第１のポートを第３のポートに連通し、第２のポートを第４のポ
ートに連通させる状態とに切り換わることにより冷媒回路の冷媒流路を切り換えるもので
ある。
【００４５】
　また、各室内熱交換器４１、４７、及び、５６の出口側の配管４３、５２、５９には温
度センサ６９、７０、７１がそれぞれ取り付けられており、後述する如く各室内熱交換器
４１、４７、及び、５６の冷媒過冷却度、又は、冷媒過熱度を検出する。
【００４６】
　また、図３においてＣは汎用マイクロコンピュータから構成された制御手段としての制
御装置であり、前記各冷温切換室１５、冷却専用室２０内の温度を検出する図示しない温
度センサ等や、前述した各温度センサ６９～７１の出力に基づき、圧縮機２７や各送風機
４９、５１、５８、６３の運転を制御すると共に、各膨張弁３８、４４、５３の弁開度を
制御し、四方弁２９の切り換えや、各電磁弁４２、４８、５７の開閉を制御する。尚、制
御装置Ｃはインバータ等により圧縮機２７や各送風機４９、５１、５８、６３の回転数を
制御する。
【００４７】
　以上の構成で、次に図４乃至図１３を参照しながら、この実施例の動作を説明する。尚
、各図において、塗りつぶしで示す電磁弁は閉状態であり、送風機は停止状態を示す。ま
た、白抜きで示す電磁弁は開状態を示し、送風機は運転状態を示すものとする。更に、塗
りつぶしで示す温度センサは制御装置Ｃがそれを用いて制御することを示すものとする。
また、制御装置Ｃは図１１のフローチャートに基づいて各膨張弁を制御する。
【００４８】
　（１）Ｈ－Ｃ－Ｃ室内吸熱モード
　先ず最初に、中央の冷温切換室１５を加熱する使用状態とし、右端の冷温切換室１５を
冷却する使用状態としており、且つ、冷却専用室２０内が十分に冷えておらずにそこから
吸熱可能であるものとすると、制御装置Ｃは、図４に示すＨ－Ｃ－Ｃ室内吸熱モードを実
行する。このＨ－Ｃ－Ｃ室内吸熱モードでは、制御装置Ｃは四方弁２９を制御して第１の
ポートを第２のポートに連通させ、第３のポートを第４のポートに連通させる状態とし、
電磁弁４２、５７を開き、電磁弁４８は閉じる。
【００４９】
　そして、制御装置Ｃは圧縮機２７及び各送風機４９、５１、５８を運転し、送風機６３
は停止する。圧縮機２７は運転されて冷媒を圧縮し、配管２８に吐出する。この圧縮機２
７から吐出された＋７０℃程の高温高圧の冷媒（ガス）は、配管２８から図４に矢印で示
す如く四方弁２９を経て配管３１からブリッジ回路３２に入る。そして、逆止弁３４を経
て配管３７、電磁弁４２、配管３９を経て室内熱交換器４１に流入し、そこで放熱する。
即ち、このとき室内熱交換器４１は放熱用室内熱交換器ＲＨＥとして機能する。室内熱交
換器４１と熱交換して加熱された暖気は、送風機４９により中央の冷温切換室１５内に循
環され、これにより中央の冷温切換室１５内の商品は＋５５℃程に加熱される。
【００５０】
　室内熱交換器４１で放熱し、＋６０℃程の温度まで低下した冷媒（液／ガス混合状態）
は配管４３に流出し、膨張弁４４で絞られた後、配管４６を経て室内熱交換器４７に流入
し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する（例えば、蒸発温度－５℃）。即ち、このとき室
内熱交換器４７は吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとして機能する。室内熱交換器４７と熱交換
して冷却された冷気は、送風機５１により右端の冷温切換室１５内に循環され、これによ
り右端の冷温切換室１５内の商品は＋５℃程に冷却される。
【００５１】
　室内熱交換器４７から冷媒は配管５２に流出し、電磁弁５７、配管５４を経て室内熱交
換器５６に流入し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する（例えば、蒸発温度－５℃）。室
内熱交換器５６と熱交換して冷却された冷気は、送風機５８により冷却専用室２０内に循
環され、これにより冷却専用室２０内の商品も＋５℃程に冷却される。
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【００５２】
　室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は配管５９を経てブリッジ回路
３２に至り、逆止弁３５を経て配管６１に入り、室外熱交換器６２を経て配管６４から四
方弁２９の第３のポートに流入する。そして、この四方弁２９の第４のポートから配管６
６を経てアキュムレータ６７に入り、そこで気液分離された後、配管６８から圧縮機２７
に吸い込まれる。
【００５３】
　以上のように、電磁弁５７を開いていることで室内熱交換器４７と室内熱交換器５６は
冷媒回路上、一つの吸熱用室内熱交換器ＥＨＥと見ることができ、従って、膨張弁４４は
この吸熱用室内熱交換器ＥＨＥの冷媒上流側で、放熱用室内熱交換器ＲＨＥとなっている
室内熱交換器４１の冷媒下流側に位置することになる。
【００５４】
　制御装置Ｃは図１１のフローチャートのステップＳ１からステップＳ２に進み、ステッ
プＳ２からステップＳ１２に進む。ここでは、室内放熱しているか否か判断し、現在は室
内熱交換器４１で放熱しているので、制御装置ＣはステップＳ４に進む。そして、このス
テップＳ４で制御装置Ｃは、温度センサ７１の出力に基づき、冷却専用室２０の室内熱交
換器５６の出口の冷媒過熱度が所定の上限値より小さく、所定の下限値より大きい目標範
囲内となっているか否かを判断する。
【００５５】
　そして、室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度が目標範囲内になっていない場合、制御
装置ＣはステップＳ５に進み、温度センサ７１の出力で得られる室内熱交換器５６の出口
（前述した如く室内熱交換器４７、５６を一つの吸熱用室内熱交換器ＥＨＥと見たときの
当該吸熱用室内熱交換器ＥＨＥの出口）の冷媒過熱度に基づく膨張弁４４の制御を実行す
る。
【００５６】
　（１－１）冷媒過熱度の制御
　図１３は吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとして機能する室内熱交換器５６での冷媒過熱度と
冷却効果を説明する模式図である。膨張弁４４の弁開度を縮小して絞り、室内熱交換器５
６に流入する冷媒量を減少させると、図１３の左側に示す如く室内熱交換器５６に流入し
た冷媒は早期に蒸発し切ってしまい、その後はガスになる。これにより、室内熱交換器５
６の冷却に大きく寄与する面積が小さくなり、冷却効果が小さくなって室内熱交換器５６
の出口の冷媒過熱度も大きくなる。
【００５７】
　一方、膨張弁４４の弁開度を拡大し、室内熱交換器５６に流入する冷媒量を増加させる
と、図１３の右側に示す如く室内熱交換器５６に流入した冷媒はその略全域で蒸発するよ
うになる。これにより、室内熱交換器５６の冷却に大きく寄与する面積が大きくなり、冷
却効果が大きくなって室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度も小さくなる。
【００５８】
　制御装置Ｃは、温度センサ７１で検出される室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度に基
づき、この冷媒過熱度が前述した目標範囲内に入る方向で膨張弁４４の弁開度を制御する
。具体的には、制御装置ＣはステップＳ５で、前記目標範囲より冷媒過熱度が小さければ
膨張弁４４を閉方向に一定量動作させ、大きければ開方向に一定量動作させてステップＳ
１に戻る。これにより、各室内熱交換器４７及び５６の冷却効果を調整し、右端の冷温切
換室１５及び冷却専用室２０内を適温に保つ。即ち、この場合は右端の冷温切換室１５及
び冷却専用室２０の冷却を優先する。そして、室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度が目
標範囲内に入った場合、制御装置ＣはステップＳ４からステップＳ３に進み、今度は温度
センサ６９の出力で得られる室内熱交換器４１の出口の冷媒過冷却度に基づく膨張弁４４
の制御に移行する。
【００５９】
　（１－２）冷媒過冷却度の制御
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　図１２は放熱用室内熱交換器ＲＨＥとして機能する室内熱交換器４１での冷媒過冷却度
と加熱効果を説明するｐ－ｈ線図である。膨張弁４４の弁開度を縮小して絞り、室内熱交
換器４１から流出する冷媒量を減少させると、図１２の上辺で示す室内熱交換器４１での
冷媒の放熱量が増大するので、加熱効果が大きくなって冷媒過冷却度も大きくなる（図１
２の過冷却あり）。
【００６０】
　一方、膨張弁４４の弁開度を拡大し、室内熱交換器４１から流出する冷媒量を増加させ
ると、図１２で破線で示すように室内熱交換器４１から冷媒は早期に流出していくように
なり、放熱量が減少するので、加熱効果が小さくなって冷媒過冷却度も小さくなる（図１
２の過冷却なし）。
【００６１】
　制御装置Ｃは、温度センサ６９で検出される室内熱交換器４１の出口の冷媒過冷却度に
基づき、この冷媒過冷却度が大きめの所定の目標範囲内となる方向で膨張弁４４の弁開度
を制御する。具体的には、制御装置ＣはステップＳ３で、上記所定の目標範囲より冷媒過
冷却度が小さければ膨張弁４４を閉方向に一定量動作させ、大きければ開方向に一定量動
作させてステップＳ１に戻る。これにより、室内熱交換器４１の加熱効果を確保し、中央
の冷温切換室１５内を適温に保つ。即ち、この場合は右端の冷温切換室１５及び冷却専用
室２０の冷却を優先しつつ、中央の冷温切換室１５の加熱も向上（確保）されることにな
る。
【００６２】
　このようなＨ－Ｃ－Ｃ室内吸熱モードで中央の冷温切換室１５の加熱のために室内熱交
換器５６及び４７で冷却専用室２０及び右端の冷温切換室１５から吸い上げられる熱量が
不足するようになった場合（冷却専用室２０及び右端の冷温切換室１５内は設定温度まで
冷えている状態）、制御装置Ｃは図５のＨ－Ｃ－Ｃ室外吸熱モードに移行する。
【００６３】
　（２）Ｈ－Ｃ－Ｃ室外吸熱モード
　このＨ－Ｃ－Ｃ室外吸熱モードでは、制御装置Ｃは図４の状態から送風機５１、５８を
停止し、送風機６３を運転する。四方弁２９の状態及び冷媒の流れは図４と同様のままで
ある。これにより、室内熱交換器４７、５６で冷媒は蒸発せず、吸熱は行われないように
なり、その代わりに室外熱交換器６２に流入して冷媒は蒸発し、そこに通風される外気か
ら吸熱を行うようになる。
【００６４】
　そして、制御装置ＣはステップＳ２からステップＳ３に進み、前述した如く温度センサ
６９の出力で得られる室内熱交換器４１の出口の冷媒過冷却度に基づく膨張弁４４の制御
を実行する。即ち、制御装置Ｃは、温度センサ６９で検出される室内熱交換器４１の出口
の冷媒過冷却度に基づき、この冷媒過冷却度が大きめの所定の目標範囲内となる方向で膨
張弁４４の弁開度を制御することにより、室内熱交換器４１の加熱効果を確保し、中央の
冷温切換室１５内を適温に保つことで、中央の冷温切換室１５の加熱を優先する。
【００６５】
　一方、Ｈ－Ｃ－Ｃ室内吸熱モードで逆に中央の冷温切換室１５の加熱が十分であるのに
（放熱が過剰）、室内熱交換器５６及び４７による冷却専用室２０及び右端の冷温切換室
１５の冷却が不足するようになった場合、制御装置Ｃは図６のＨ－Ｃ－Ｃ室外放熱モード
に移行する。
【００６６】
　（３）Ｈ－Ｃ－Ｃ室外放熱モード
　このＨ－Ｃ－Ｃ室外放熱モードでは、制御装置Ｃは図４の状態から四方弁２９を制御し
、図６に示すように第１のポートを第３のポートに連通し、第２のポートを第４のポート
に連通する状態に流路を切り換える。また、送風機４９を停止し、送風機６３を運転する
。これにより、圧縮機２７から吐出された高温の冷媒は、配管２８から図６に矢印で示す
如く四方弁２９を経て配管６４から室外熱交換器６２に流入し、そこで外気に放熱する。
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【００６７】
　室外熱交換器６２で放熱した冷媒（液／ガス混合状態）は配管６１に流出し、ブリッジ
回路３２に入る。そして、逆止弁３６を経て配管３７、電磁弁４２、配管３９を経て室内
熱交換器４１に流入する。このとき、室内熱交換器４１には通風されていないので、冷媒
はそのまま配管４３に流出し、膨張弁４４で絞られた後、配管４６を経て室内熱交換器４
７に流入し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する。室内熱交換器４７と熱交換して冷却さ
れた冷気は、送風機５１により右端の冷温切換室１５内に循環され、これにより右端の冷
温切換室１５内の商品は＋５℃程に冷却される。
【００６８】
　室内熱交換器４７から冷媒は配管５２に流出し、電磁弁５７、配管５４を経て室内熱交
換器５６に流入し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する。室内熱交換器５６と熱交換して
冷却された冷気は、送風機５８により冷却専用室２０内に循環され、これにより冷却専用
室２０内の商品も＋５℃程に冷却される。
【００６９】
　室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は配管５９を経てブリッジ回路
３２に至り、逆止弁３３を経て配管３１から四方弁２９の第２のポートに流入する。そし
て、この四方弁２９の第４のポートから配管６６を経てアキュムレータ６７に入り、そこ
で気液分離された後、配管６８から圧縮機２７に吸い込まれる。
【００７０】
　制御装置Ｃは、ステップＳ２からステップＳ１２に進み、ここでは室内熱交換器４１は
放熱しておらず、室外熱交換器６２で放熱しているので、ステップＳ１２からステップＳ
５に進む。そして、このステップＳ５で温度センサ７１で検出される室内熱交換器５６の
出口の冷媒過熱度に基づき、この冷媒過熱度が前述した目標範囲内に入る方向で膨張弁４
４の弁開度を制御することにより、各室内熱交換器４７及び５６の冷却効果を調整し、右
端の冷温切換室１５及び冷却専用室２０内を適温に保つ。室内熱交換器４１で放熱してお
らず、室外熱交換器６２で放熱しているときは、中央の冷温切換室１５を加熱している状
態ではないので、冷媒過冷却度制御をする必要はないからである（但し、冷媒過冷却制御
をしてもよい）。
【００７１】
　（４）Ｈ－Ｈ－Ｃ室内吸熱モード
　次に、中央の冷温切換室１５と右端の冷温切換室１５を加熱する使用状態としており、
且つ、冷却専用室２０内が十分に冷えておらずにそこから吸熱可能であるものとすると、
制御装置Ｃは、図７に示すＨ－Ｈ－Ｃ室内吸熱モードを実行する。このＨ－Ｈ－Ｃ室内吸
熱モードでは、制御装置Ｃは四方弁２９を制御して第１のポートを第２のポートに連通さ
せ、第３のポートを第４のポートに連通させる状態とし、電磁弁４２、４８を開き、電磁
弁５７は閉じる。
【００７２】
　そして、制御装置Ｃは圧縮機２７及び各送風機４９、５１、５８を運転し、送風機６３
は停止する。圧縮機２７は運転されて冷媒を圧縮し、配管２８に吐出する。この圧縮機２
７から吐出された高温高圧の冷媒（ガス）は、配管２８から図７に矢印で示す如く四方弁
２９を経て配管３１からブリッジ回路３２に入る。そして、逆止弁３４を経て配管３７、
電磁弁４２、配管３９を経て室内熱交換器４１に流入し、そこで放熱する。即ち、このと
き室内熱交換器４１は放熱用室内熱交換器ＲＨＥとして機能する。室内熱交換器４１と熱
交換して加熱された暖気は、送風機４９により中央の冷温切換室１５内に循環され、これ
により中央の冷温切換室１５内の商品は＋５５℃程に加熱される。
【００７３】
　室内熱交換器４１で放熱した冷媒は配管４３に流出し、電磁弁４８、配管４６を経て室
内熱交換器４７に流入し、そこで放熱して加熱作用を発揮する。即ち、このとき室内熱交
換器４７は放熱用室内熱交換器ＲＨＥとして機能する。室内熱交換器４７と熱交換して加
熱された暖気は、送風機５１により右端の冷温切換室１５内に循環され、これにより右端
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の冷温切換室１５内の商品は加熱される。
【００７４】
　室内熱交換器４７から冷媒は配管５２に流出し、膨張弁５３で絞られた後、配管５４を
経て室内熱交換器５６に流入し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する（例えば、蒸発温度
－５℃）。室内熱交換器５６と熱交換して冷却された冷気は、送風機５８により冷却専用
室２０内に循環され、これにより冷却専用室２０内の商品も＋５℃程に冷却される。
【００７５】
　室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は配管５９を経てブリッジ回路
３２に至り、逆止弁３５を経て配管６１に入り、室外熱交換器６２を経て配管６４から四
方弁２９の第３のポートに流入する。そして、この四方弁２９の第４のポートから配管６
６を経てアキュムレータ６７に入り、そこで気液分離された後、配管６８から圧縮機２７
に吸い込まれる。以上のように電磁弁４８が開いていることにより、室内熱交換器４１と
室内熱交換器４７は一つの放熱用室内熱交換器ＲＨＥと見ることができ、膨張弁５３はこ
の放熱用室内熱交換器ＲＨＥの冷媒下流側であって、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥである室
内熱交換器５６の冷媒上流側に位置することになる。
【００７６】
　制御装置Ｃは図１１のフローチャートのステップＳ１からステップＳ６に進み、ステッ
プＳ６からステップＳ７に進んでステップＳ７からステップＳ１３に進む。ここでは、室
内放熱しているか否か判断し、現在は室内熱交換器４１及び４７で放熱しているので、制
御装置ＣはステップＳ９に進む。そして、このステップＳ９で制御装置Ｃは、温度センサ
７１の出力に基づき、冷却専用室２０の室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度が所定の上
限値より小さく、所定の下限値より大きい目標範囲内となっているか否かを判断する。そ
して、室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度が目標範囲内になっていない場合、制御装置
ＣはステップＳ１０に進み、温度センサ７１の出力で得られる室内熱交換器５６の出口の
冷媒過熱度に基づく膨張弁５３の制御を実行する。
【００７７】
　この場合の室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度の制御は前述したものと同様である。
即ち、制御装置Ｃは、温度センサ７１で検出される室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度
に基づき、この冷媒過熱度が前述した目標範囲内に入る方向で膨張弁５３の弁開度を制御
することにより、室内熱交換器５６の冷却効果を調整し、冷却専用室２０内を適温に保つ
。即ち、この場合は冷却専用室２０の冷却を優先する。そして、室内熱交換器５６の出口
の冷媒過熱度が目標範囲内に入った場合、制御装置ＣはステップＳ９からステップＳ８に
進み、今度は温度センサ７０の出力で得られる室内熱交換器４７の出口の冷媒過冷却度に
基づく膨張弁５３の制御に移行する。
【００７８】
　この場合の室内熱交換器４７の出口の冷媒過冷却度の制御も前述したものと同様である
。即ち、制御装置Ｃは、温度センサ７０で検出される室内熱交換器４７の出口の冷媒過冷
却度に基づき、この冷媒過冷却度が大きめの所定の目標範囲内となる方向で膨張弁５３の
弁開度を制御することにより、室内熱交換器４１及び４７の加熱効果を確保し、各冷温切
換室１５、１５内を適温に保つ。即ち、この場合は冷却専用室２０の冷却を優先しつつ、
各冷温切換室１５、１５の加熱も向上（確保）されることになる。
【００７９】
　このようなＨ－Ｈ－Ｃ室内吸熱モードで各冷温切換室１５、１５の加熱のために室内熱
交換器５６で冷却専用室２０から吸い上げられる熱量が不足するようになった場合（冷却
専用室２０内は設定温度まで冷えている状態）、制御装置Ｃは図８のＨ－Ｈ－Ｃ室外吸熱
モードに移行する。
【００８０】
　（５）Ｈ－Ｈ－Ｃ室外吸熱モード
　このＨ－Ｈ－Ｃ室外吸熱モードでは、制御装置Ｃは図７の状態から送風機５８を停止し
、送風機６３を運転する。四方弁２９の状態及び冷媒の流れは図７と同様のままである。
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これにより、室内熱交換器５６で冷媒は蒸発せず、吸熱は行われないようになり、その代
わりに室外熱交換器６２に流入して冷媒は蒸発し、そこに通風される外気から吸熱を行う
ようになる。
【００８１】
　そして、制御装置ＣはステップＳ７からステップＳ８に進み、前述した如く温度センサ
７０の出力で得られる室内熱交換器４７の出口の冷媒過冷却度に基づく膨張弁５３の制御
を実行する。即ち、制御装置Ｃは、温度センサ７０で検出される室内熱交換器４７の出口
の冷媒過冷却度に基づき、この冷媒過冷却度が大きめの所定の目標範囲内となる方向で膨
張弁５３の弁開度を制御することにより、室内熱交換器４１及び４７の加熱効果を確保し
、各冷温切換室１５、１５内を適温に保つことで、各冷温切換室１５、１５の加熱を優先
する。
【００８２】
　一方、Ｈ－Ｈ－Ｃ室内吸熱モードで逆に各冷温切換室１５、１５の加熱が十分であるの
に（放熱が過剰）、室内熱交換器５６による冷却専用室２０の冷却が不足するようになっ
た場合、制御装置Ｃは図９のＨ－Ｈ－Ｃ室外放熱モードに移行する。
【００８３】
　（６）Ｈ－Ｈ－Ｃ室外放熱モード
　このＨ－Ｈ－Ｃ室外放熱モードでは、制御装置Ｃは図７の状態から四方弁２９を制御し
、図９に示すように第１のポートを第３のポートに連通し、第２のポートを第４のポート
に連通する状態に流路を切り換える。また、送風機４９、５１を停止し、送風機６３を運
転する。これにより、圧縮機２７から吐出された高温の冷媒は、配管２８から図９に矢印
で示す如く四方弁２９を経て配管６４から室外熱交換器６２に流入し、そこで外気に放熱
する。
【００８４】
　室外熱交換器６２で放熱した冷媒（液／ガス混合状態）は配管６１に流出し、ブリッジ
回路３２に入る。そして、逆止弁３６を経て配管３７、電磁弁４２、配管３９を経て室内
熱交換器４１に流入する。このとき、室内熱交換器４１には通風されていないので、冷媒
はそのまま配管４３に流出し、電磁弁４８、配管４６を経て室内熱交換器４７に流入する
。ここでも室内熱交換器４７には通風されていないので、冷媒はそのまま配管５２に流出
し、膨張弁５３で絞られた後、配管５４を経て室内熱交換器５６に流入し、そこで蒸発し
て吸熱作用を発揮する。室内熱交換器５６と熱交換して冷却された冷気は、送風機５８に
より冷却専用室２０内に循環され、これにより冷却専用室２０内の商品は＋５℃程に冷却
される。
【００８５】
　室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は配管５９を経てブリッジ回路
３２に至り、逆止弁３３を経て配管３１から四方弁２９の第２のポートに流入する。そし
て、この四方弁２９の第４のポートから配管６６を経てアキュムレータ６７に入り、そこ
で気液分離された後、配管６８から圧縮機２７に吸い込まれる。
【００８６】
　制御装置Ｃは、ステップＳ６からステップＳ７に進み、更にステップＳ７からステップ
Ｓ１３に進み、ここでは室内熱交換器４１、４７は放熱しておらず、室外熱交換器６２で
放熱しているので、ステップＳ１３からステップＳ１０に進む。そして、このステップＳ
１０で温度センサ７１で検出される室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度に基づき、この
冷媒過熱度が前述した目標範囲内に入る方向で膨張弁５３の弁開度を制御することにより
、室内熱交換器５６の冷却効果を調整し、冷却専用室２０内を適温に保つ。室内熱交換器
４１、４７で放熱しておらず、室外熱交換器６２で放熱しているときは、各冷温切換室１
５、１５を加熱している状態ではないので、冷媒過冷却度制御をする必要はないからであ
る（但し、冷媒過冷却制御をしてもよい）。
【００８７】
　（７）Ｃ－Ｃ－Ｃモード
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　次に、中央の冷温切換室１５と右端の冷温切換室１５の双方を冷却する使用状態とし、
冷却専用室２０を含めて全ての商品収納室を冷却する場合、制御装置Ｃは図１０に示すＣ
－Ｃ－Ｃモードを実行する。このＣ－Ｃ－Ｃモードでは、制御装置Ｃは四方弁２９を制御
し、図１０に示すように第１のポートを第３のポートに連通し、第２のポートを第４のポ
ートに連通する状態に流路を切り換える。また、各送風機４９、５１、５８、６３を運転
する。これにより、圧縮機２７から吐出された高温の冷媒は、配管２８から図１０に矢印
で示す如く四方弁２９を経て配管６４から室外熱交換器６２に流入し、そこで外気に放熱
する。
【００８８】
　室外熱交換器６２で放熱した冷媒（液／ガス混合状態）は配管６１に流出し、ブリッジ
回路３２に入る。そして、逆止弁３６を経て配管３７から膨張弁３８に入り、そこで絞ら
れた後、配管３９から室内熱交換器４１に流入し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する。
即ちこの場合、冷媒を放熱させている室外熱交換器６２の冷媒下流側であって、室内熱交
換器４１の冷媒上流側に位置することになる。この室内熱交換器４１から出た冷媒は配管
４３に入り、電磁弁４８、配管４６を経て室内熱交換器４７に流入し、そこで蒸発して吸
熱作用を発揮する。
【００８９】
　この室内熱交換器４７を出た冷媒は配管５２に入り、電磁弁５７、配管５４を経て室内
熱交換器５６に流入し、そこで蒸発して吸熱作用を発揮する。これら室内熱交換器４１、
４７、５６と熱交換して冷却された冷気は、送風機４９、５１、５８により各冷温切換室
１５、１５及び冷却専用室２０内にそれぞれ循環され、これにより各室１５、１５、２０
内の商品は＋５℃程に冷却される。
【００９０】
　室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は配管５９を経てブリッジ回路
３２に至り、逆止弁３３を経て配管３１から四方弁２９の第２のポートに流入する。そし
て、この四方弁２９の第４のポートから配管６６を経てアキュムレータ６７に入り、そこ
で気液分離された後、配管６８から圧縮機２７に吸い込まれる。
【００９１】
　制御装置Ｃは、図１１のステップＳ１からステップＳ６に進み、ステップＳ６からステ
ップＳ１１に進んで温度センサ７１で検出される室内熱交換器５６の出口の冷媒過熱度に
基づき、この冷媒過熱度が前述した目標範囲内に入る方向で膨張弁３８の弁開度を制御す
ることにより、各室内熱交換器４１、４７、５６の冷却効果を調整し、各室１５、１５、
２０内を適温に保つ。
【００９２】
　以上詳述した如くこの実施例によれば、放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図４～図６では室
内熱交換器４１、図７～図９では室内熱交換器４１及び４７）の冷媒下流側であって、吸
熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４～図６では室内熱交換器４７、５６、図７～図９では室内
熱交換器５６）の冷媒上流側に位置する膨張弁（図４～図６では膨張弁４４、図７～図９
では膨張弁５３）と、この膨張弁を制御する制御装置Ｃとを備えており、この制御装置Ｃ
が、図５、図８の如く室外熱交換器６２で冷媒を吸熱させるとき、放熱用室内熱交換器Ｒ
ＨＥ（図５では室内熱交換器４１、図８では室内熱交換器４７）の出口の冷媒過冷却度に
基づいて膨張弁（図５では膨張弁４４、図８では膨張弁５３）の弁開度を制御し、図４、
図７の如く吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換器４７、５６、図７では室内
熱交換器５６）で冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（室内熱交換器
５６）の出口の冷媒過熱度に基づいて膨張弁（図４では膨張弁４４、図７では膨張弁５３
）の弁開度を制御するようにしたので、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換
器４７、５６、図７では室内熱交換器５６）で冷媒を吸熱させず、室外熱交換器６２で吸
熱させるときは、放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図５では室内熱交換器４１、図８では室内
熱交換器４１、４７）による商品収納室（図５では中央の冷温切換室１５、図８では各冷
温切換室１５、１５）内の加熱を優先し、放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図５では室内熱交
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換器４１、図８では室内熱交換器４７）の出口の冷媒過冷却度に基づいて膨張弁（図５で
は膨張弁４４、図８では膨張弁５３）を制御することができる。
【００９３】
　一方、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換器４７、５６、図７では室内熱
交換器５６）で冷媒を吸熱させるときには、当該吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室
内熱交換器４７、５６、図７では室内熱交換器５６）による商品収納室（図４では右端の
冷温切換室１５及び冷却専用室２０、図７では冷却専用室２０）内の冷却を優先し、当該
吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換器４７、５６、図７では室内熱交換器５
６）の出口の冷媒過熱度に基づいて膨張弁（図４では膨張弁４４、図７では膨張弁５３）
の弁開度を制御することができる。これにより、各冷温切換室１５、１５及び冷却専用室
２０（商品収納室）内を適温に維持することが可能となる。
【００９４】
　ここで、常に放熱用室内熱交換器ＲＨＥによる商品収納室内の加熱を優先するようにす
ると、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥによる商品収納室内の冷却が不足した場合、室外熱交換
器６２で外部に冷媒を放熱させなければならなくなる。しかしながら、外部の温度は放熱
用室内熱交換器ＲＨＥで加熱される商品収納室内の温度より大幅に低いため、冷媒回路の
高圧側圧力が下がり、放熱用室内熱交換器ＲＨＥでの放熱に切り換えたときに高圧側圧力
が上昇するまで時間がかかるようになって、エネルギー効率が悪化してしまう。また、室
外熱交換器６２での放熱に切り換えるには四方弁２９により冷媒の流路を切り換える必要
が生じるが、本発明の如く吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換器４７、５６
、図７では室内熱交換器５６）で冷媒を吸熱させるときには吸熱用室内熱交換器ＥＨＥの
出口の冷媒過熱度に基づいて膨張弁（図４では膨張弁４４、図７では膨張弁５３）を制御
すれば、係る問題も発生せず、高効率で各商品収納室内を適温に維持することができるよ
うになる。
【００９５】
　また、制御装置Ｃは、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換器４７、５６、
図７では室内熱交換器５６）で冷媒を吸熱させるとき、当該吸熱用室内熱交換器ＥＨＥの
出口の冷媒過熱度が所定の目標範囲内である場合は、放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図４で
は室内熱交換器４１、図７では室内熱交換器４１、４７）の出口の冷媒過冷却度に基づい
て膨張弁（図４では膨張弁４４、図７では膨張弁５３）を制御するので、吸熱用室内熱交
換器ＥＨＥ（図４では室内熱交換器４７、５６、図７では室内熱交換器５６）で冷却され
る商品収納室（図４では右端の冷温切換室１５及び冷却専用室２０、図７では冷却専用室
２０）内が安定して冷却されている状態では、放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図４では室内
熱交換器４１、図７では室内熱交換器４１、４７）の出口の冷媒過冷却度による膨張弁（
図４では膨張弁４４、図７では膨張弁５３）の制御に切り換えて、当該放熱用室内熱交換
器ＲＨＥ（図４では室内熱交換器４１、図７では室内熱交換器４１、４７）で加熱される
商品収納室（図４では中央の冷温切換室１５、図７では各冷温切換室１５、１５）の加熱
も向上させることができるようになる。これにより、各商品収納室内の冷却と加熱を円滑
に両立させることが可能となる。
【実施例２】
【００９６】
　次に、図１４は本発明の自動販売機１の他の実施例の冷却ユニットの冷媒回路を示して
いる。この図において、２７は前述同様に冷媒を圧縮する圧縮機であり、機械室２６内に
設置される。圧縮機２７の吐出側の配管７２は流路切換手段としての三方弁７３の第１の
ポートに接続され、三方弁７３の第２のポートは配管７４を介して流路切換手段としての
三方弁７６の第１のポートに接続されている。この三方弁７６の第２のポートは配管７７
を介して前述同様に中央の冷温切換室１５に設けられた冷温切換室用の室内熱交換器（放
熱用室内熱交換器ＲＨＥ又は吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとなる冷温切換室用室内熱交換器
）４１の入口に接続されている。
【００９７】
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　この室内熱交換器４１の出口は配管７８を介して逆止弁７９に接続され、逆止弁７９は
配管８１を介して前述同様に右端の冷温切換室１５に設けられた冷温切換室用の室内熱交
換器（放熱用室内熱交換器ＲＨＥ又は吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとなる冷温切換室用室内
熱交換器）４７の入口に接続されている。尚、逆止弁７９は配管８１の方向が順方向とさ
れている。また、三方弁７６の第３のポートは配管８２を介して配管８１に接続されてい
る。
【００９８】
　室内熱交換器４７の出口は配管８３を介して流路切換手段としての三方弁８４の第１の
ポートに接続され、三方弁８４の第２のポートは配管８６を介して絞り手段としての膨張
弁（電子膨張弁）８７の入口に接続されている。この膨張弁８７の出口は配管８８を介し
て配管７７に接続されている。配管７８には配管８９により電磁弁（開閉弁）９１を介し
て冷却専用室２０内に設けられた冷却専用室用の室内熱交換器（吸熱用室内熱交換器ＥＨ
Ｅとなる冷却専用室用室内熱交換器）５６の入口に接続されている。
【００９９】
　三方弁８４の第３のポートは配管９２を介して前述同様に機械室２６（商品収納室の外
部）に設けられた室外熱交換器６２の一端に接続されている。また、三方弁７３の第３の
ポートは配管９３を介して配管９２に接続されている。室外熱交換器６２の他端は配管９
４を介して絞り手段としての膨張弁（電子膨張弁）９６の入口に接続され、膨張弁９６の
出口は配管９７を介して逆止弁９８に接続されている。この逆止弁９８は配管９９を介し
て配管８１に接続され、逆止弁９８はこの配管９９の方向が順方向とされている。
【０１００】
　室外熱交換器６２の他端の配管９４には、配管１０１が接続されており、この配管１０
１は電磁弁（開閉弁）１０２を介して絞り手段としての膨張弁（電子膨張弁）１０３の入
口に接続されている。そして、この膨張弁１０３は配管１０４を介して配管８９に接続さ
れている。室内熱交換器５６は配管１０４を介して前述同様のアキュムレータ６７の入口
に接続されている。このアキュムレータ６７の出口は、配管１０６を介して圧縮機２７の
吸込側に接続され、この実施例の自動販売機１の冷却ユニットの冷媒回路が構成されてい
る。
【０１０１】
　また、各冷温切換室１５、１５内には前述同様に送風機４９、５１がそれぞれ設けられ
ており、この送風機４９、５１により各室内熱交換器４１、４７に各冷温切換室１５、１
５内の空気を通風し、それらと熱交換した空気を各冷温切換室１５、１５内にそれぞれ循
環させるように構成されている。また、冷却専用室２０内にも前述同様に送風機５８が設
けられており、この送風機５８により室内熱交換器５６と熱交換した冷気を冷却専用室２
０内に循環させるように構成されている。更に、機械室２６内には室外熱交換器６２に外
気を通風するための前述同様の送風機６３が設置されている。
【０１０２】
　前述同様に汎用マイクロコンピュータから構成された制御手段としての制御装置Ｃは、
前記各冷温切換室１５、冷却専用室２０内の温度を検出する図示しない温度センサ等の出
力に基づき、圧縮機２７や各送風機４９、５１、５８、６３の運転を制御すると共に、各
膨張弁８７、９６、１０３の弁開度を制御し、三方弁７３、７６、８４の切り換えや、各
電磁弁９１、１０２の開閉を制御する。尚、この場合も制御装置Ｃはインバータ等により
圧縮機２７や各送風機４９、５１、５８、６３の回転数を制御する。
【０１０３】
　以上の構成で、次に図１５乃至図１９を参照しながら、この実施例の動作を説明する。
尚、各図において、塗りつぶしで示す電磁弁は閉状態であり、送風機は停止状態を示す。
また、白抜きで示す電磁弁は開状態を示し、送風機は運転状態を示すものとする。更に、
塗りつぶしで示す三方弁のポートは閉じているものとする。
【０１０４】
　（８）Ｈ－Ｃ－Ｃモード
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　先ず最初に、右端の冷温切換室１５を加熱する使用状態とし、中央の冷温切換室１５を
冷却する使用状態とする場合、制御装置Ｃは図１５に示すＨ－Ｃ－Ｃモードを実行する。
このＨ－Ｃ－Ｃモードでは、制御装置Ｃは三方弁７３を制御して第１のポートと第２のポ
ートを連通させ、三方弁７６を制御して第１のポートと第３のポートを連通させる。また
、三方弁８４を制御して第１のポートと第２のポートを連通させる状態とし、電磁弁９１
は開く。更に、膨張弁８７は開いてその弁開度を制御する状態とする。
【０１０５】
　そして、制御装置Ｃは圧縮機２７及び各送風機４９、５１、５８を運転し、送風機６３
は停止する。圧縮機２７は運転されて冷媒を圧縮し、配管７２に吐出する。この圧縮機２
７から吐出された＋７０℃程の高温高圧の冷媒（ガス）は、配管７２から図１５に矢印で
示す如く三方弁７３を経て配管７４から三方弁７６に入る。そして、三方弁７６から配管
８２、８１を順次経て室内熱交換器４７に流入し、そこで放熱する。即ち、このとき室内
熱交換器４７は放熱用室内熱交換器ＲＨＥとして機能する。室内熱交換器４７と熱交換し
て加熱された暖気は、送風機５１により右端の冷温切換室１５内に循環され、これにより
右端の冷温切換室１５内の商品は＋５５℃程に加熱される。
【０１０６】
　室内熱交換器４７で放熱し、＋６０℃程の温度まで低下した冷媒（液／ガス混合状態）
は配管８３に流出し、三方弁８４、配管８６を経て膨張弁８７に流入する。そして、この
膨張弁８７で絞られた後、配管８８を経て室内熱交換器４１に流入し、そこで蒸発して吸
熱作用を発揮する（例えば、蒸発温度－５℃）。即ち、このとき室内熱交換器４１は吸熱
用室内熱交換器ＥＨＥとして機能する。室内熱交換器４１と熱交換して冷却された冷気は
、送風機４９により中央の冷温切換室１５内に循環され、これにより中央の冷温切換室１
５内の商品は＋５℃程に冷却される。
【０１０７】
　室内熱交換器４１で少なくとも一部が蒸発して吸熱作用を発揮した冷媒は、配管７８に
流出し、電磁弁９１、配管８９を経て室内熱交換器５６に流入し、そこで未蒸発の冷媒が
更に蒸発して吸熱作用を発揮する（例えば、蒸発温度－５℃）。室内熱交換器５６と熱交
換して冷却された冷気は、送風機５８により冷却専用室２０内に循環され、これにより冷
却専用室２０内の商品も＋５℃程に冷却される。室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温
度となった冷媒は配管１０４を経てアキュムレータ６７に入り、そこで気液分離された後
、配管１０６から圧縮機２７に吸い込まれる。
【０１０８】
　（８－１）送風機の制御
　上述した如くＨ－Ｃ－Ｃモードでは、膨張弁８７で絞られた冷媒が先ず中央の冷温切換
室１５を冷却する室内熱交換器４１に流入して蒸発し、次に、冷却専用室２０を冷却する
室内熱交換器５６に流入して蒸発することになる。そのため、冷媒流に対して上流側とな
る中央の冷温切換室１５が冷えてから、下流側となる冷却専用室２０が冷え出すことにな
り、冷却専用室２０内の商品の温度が高くなってしまう問題がある。
【０１０９】
　但し、中央の冷温切換室１５は加熱する使用状態となる右端の冷温切換室１５に隣接し
ているため、この右端の冷温切換室１５からの熱影響を受ける。そのため、冷却専用室２
０に比較して、中央の冷温切換室１５の冷却負荷は大きくなる。
【０１１０】
　これらを踏まえて、先ず制御装置Ｃは冷媒下流側に位置する室内熱交換器５６で冷却さ
れる冷却専用室２０の温度と当該冷却専用室２０の設定温度との差に基づいて、冷媒上流
側に位置する室内熱交換器４１に通風する送風機４９の風量（運転率）を制御することに
より、室内熱交換器５６における冷媒の吸熱量を調整し、冷却専用室２０の温度が高くな
る不都合を回避する。具体的には、次の式（Ａ）又は式（Ｂ）を用いて送風機４９の運転
率を算出する。
【０１１１】
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　上流送風機運転率（％）＝
　｛ａｂｓ（上流検出温度－上流設定温度）×上流送風機強め係数－ａｂｓ（下流検出温
度－下流設定温度）｝×温度差送風機変換係数＋上流送風機基準運転率　　・・（Ａ）
　尚、上流検出温度とは、この場合中央の冷温切換室１５内の温度であり、上流設定温度
とは当該冷温切換室１５の設定温度である。また、下流検出温度とは、この場合冷却専用
室２０内の温度であり、下流設定温度とは当該冷却専用室２０の設定温度である。更に、
上流送風機強め係数とは、上述する如く負荷が大きくなる中央の冷温切換室１５内の冷却
を冷却専用室２０よりも優先するための係数である。また、温度差送風機変換係数とは、
温度差を送風機の運転率に変換する係数であり、上流送風機基準運転率とはこの場合中央
の冷温切換室１５の送風機４９の基準運転率であり、各室の温度と設定温度との差に応じ
て送風機４９の運転率はこの基準運転率から上下することになる。
【０１１２】
　尚、上記上流送風機強め係数は、逆に上流送風機弱め係数として、ａｂｓ（下流検出温
度－下流設定温度）に乗算してもよく、それを示すものが下記式（Ｂ）である。
　上流送風機運転率（％）＝
　｛ａｂｓ（上流検出温度－上流設定温度）－ａｂｓ（下流検出温度－下流設定温度）×
上流送風機弱め係数｝×温度差送風機変換係数＋上流送風機基準運転率　　・・（Ｂ）
【０１１３】
　何れの式の場合にも、ａｂｓ（上流検出温度－上流設定温度）からａｂｓ（下流検出温
度－下流設定温度）が差し引かれることになるので、冷媒下流側に位置する冷却専用室２
０の温度が設定温度より高く、その差が大きい場合には冷媒上流側に位置する中央の冷温
切換室１５の送風機４９の運転率（風量）は減少することになる。それにより、室内熱交
換器４９での冷媒の吸熱量（冷媒が蒸発する量）が減少するので、室内熱交換器５６での
冷媒の吸熱量（冷媒が蒸発する量）が増加することになる。尚、送風機５８は一定の運転
率で運転される。
【０１１４】
　図１８は係る送風機４９の制御を行わない場合の各部の温度を示し、図１９は式（Ａ）
又は（Ｂ）による送風機４９の制御を行った場合の温度を示す。尚、各図中Ｌ１は冷媒上
流側となる中央の冷温切換室１５内の空気温度、Ｌ２は冷媒下流側となる冷却専用室２０
内の空気温度、Ｌ３は中央の冷温切換室１５内の商品の温度、Ｌ４は冷却専用室２０内の
商品の温度の推移をそれぞれ示している。
【０１１５】
　前述した送風機４９の制御を行わず、一定の運転率で運転した場合、図１８に示す如く
先ず中央の冷温切換室１５内の空気温度Ｌ１が低下していき、その後、冷却専用室２０内
の空気温度Ｌ２が低下している。また、冷却専用室２０内の商品の温度Ｌ４は中央の冷温
切換室１５内の商品の温度Ｌ３に比して高くなる傾向となっている。
【０１１６】
　一方、式（Ａ）又は（Ｂ）による送風機４９の制御を行った場合、図１９に示す如く中
央の冷温切換室１５内の空気温度Ｌ１と冷却専用室２０内の空気温度Ｌ２が略同様に低下
していく。そして、冷却専用室２０内の商品の温度Ｌ４は中央の冷温切換室１５内の商品
の温度Ｌ３と略同様になった。
【０１１７】
　また、前述したように中央の冷温切換室１５は加熱する使用状態となる右端の冷温切換
室１５に隣接しており、この右端の冷温切換室１５からの熱影響を受けるため、冷却専用
室２０に比較して、中央の冷温切換室１５の冷却負荷は大きくなるが、冷媒は先ずこの中
央の冷温切換室１５の室内熱交換器４１で蒸発し始めるように構成されているため、中央
の冷温切換室１５の冷却が優先される。そのため、係る熱影響が及んでも中央の冷温切換
室１５は円滑に冷却されることになる。
【０１１８】
　（９）Ｈ－Ｈ－Ｃモード
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　次に、各冷温切換室１５、１５を加熱する使用状態とする場合、制御装置Ｃは図１６に
示すＨ－Ｈ－Ｃモードを実行する。このＨ－Ｈ－Ｃモードでは、制御装置Ｃは三方弁７３
を制御して第１のポートと第２のポートを連通させ、三方弁７６を制御して第１のポート
と第２のポートを連通させる。また、三方弁８４を制御して第１のポートと第３のポート
を連通させる状態とし、電磁弁９１は閉じる。更に、膨張弁１０３は開いてその弁開度を
制御する状態とする。
【０１１９】
　そして、制御装置Ｃは圧縮機２７及び各送風機４９、５１、５８、６３を運転する。尚
、送風機６３は室内熱交換器４１、４７の放熱が過剰で送風機４９や５１が停止したとき
に必要に応じて運転される。圧縮機２７は運転されて冷媒を圧縮し、配管７２に吐出する
。この圧縮機２７から吐出された＋７０℃程の高温高圧の冷媒（ガス）は、配管７２から
図１６に矢印で示す如く三方弁７３を経て配管７４から三方弁７６に入る。そして、三方
弁７６から配管７７を経て室内熱交換器４１に流入し、そこで放熱する。即ち、このとき
室内熱交換器４１は放熱用室内熱交換器ＲＨＥとして機能する。室内熱交換器４１と熱交
換して加熱された暖気は、送風機４９により中央の冷温切換室１５内に循環され、これに
より中央の冷温切換室１５内の商品は＋５５℃程に加熱される。
【０１２０】
　室内熱交換器４１で放熱し、一部が凝縮して＋６０℃程の温度まで低下した冷媒（液／
ガス混合状態）は配管７８に流出し、逆止弁７９、配管８１を経て室内熱交換器４７に流
入し、そこで放熱する。即ち、このとき室内熱交換器４７は放熱用室内熱交換器ＲＨＥと
して機能する。室内熱交換器４７と熱交換して加熱された暖気は、送風機５１により右端
の冷温切換室１５内に循環され、これにより右端の冷温切換室１５内の商品も＋５５℃程
に加熱される。
【０１２１】
　室内熱交換器４７で放熱した冷媒は、配管８３に流出し、三方弁８４、配管９２、室外
熱交換器６２、配管１０１、電磁弁１０２を順次経て膨張弁１０３に流入し、そこで絞ら
れた後、配管１０４を経て室内熱交換器５６に流入し、そこで冷媒が蒸発して吸熱作用を
発揮する（例えば、蒸発温度－５℃）。室内熱交換器５６と熱交換して冷却された冷気は
、送風機５８により冷却専用室２０内に循環され、これにより冷却専用室２０内の商品は
＋５℃程に冷却される。室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は配管１
０４を経てアキュムレータ６７に入り、そこで気液分離された後、配管１０６から圧縮機
２７に吸い込まれる。
【０１２２】
　（９－１）送風機の制御
　上述した如くＨ－Ｈ－Ｃモードでは、圧縮機２７から吐出された冷媒が先ず中央の冷温
切換室１５を加熱する室内熱交換器４１に流入して放熱し、次に、右端の冷温切換室１５
を加熱する室内熱交換器４７に流入して放熱することになる。そのため、冷媒流に対して
上流側となる中央の冷温切換室１５が暖まってから、下流側となる右端の冷温切換室１５
が暖まり出すことになり、右端の冷温切換室１５内の商品の温度が低くなってしまう問題
がある。
【０１２３】
　但し、中央の冷温切換室１５は冷却専用室２０に隣接しているため、この冷却専用室２
０からの冷却影響を受ける。そのため、右端の冷温切換室１５に比較して、中央の冷温切
換室１５の加熱負荷は大きくなる。
【０１２４】
　これらを踏まえて、制御装置Ｃは冷媒下流側に位置する室内熱交換器４７で加熱される
右端の冷温切換室１５の温度と当該冷温切換室１５の設定温度との差に基づいて、冷媒上
流側に位置する室内熱交換器４１に通風する送風機４９の風量（運転率）を制御すること
により、室内熱交換器４７における冷媒の放熱量を調整し、右端の冷温切換室１５の温度
が低くなる不都合を回避する。
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【０１２５】
　具体的には、前述同様に式（Ａ）又は式（Ｂ）を用いて送風機４９の運転率を算出する
。即ち、この場合にも冷媒下流側に位置する右端の冷温切換室１５の温度が設定温度より
低く、その差が大きい場合には冷媒上流側に位置する中央の冷温切換室１５の送風機４９
の運転率（風量）は減少することになる。それにより、室内熱交換器４９での冷媒の放熱
量が減少するので、室内熱交換器４７での冷媒の放熱量が増加することになる。尚、送風
機５１は一定の運転率で運転される。それにより、前述同様に各冷温切換室１５、１５内
の空気温度は略同様に上昇していくようになり、各冷温切換室１５、１５内の商品の温度
も略同様になる。
【０１２６】
　また、前述したように中央の冷温切換室１５は冷却専用室２０に隣接しており、そこか
ら冷却影響を受けるため、右端の冷温切換室１５に比較して、中央の冷温切換室１５の加
熱負荷は大きくなるが、冷媒は先ずこの中央の冷温切換室１５の室内熱交換器４１で放熱
し始めるように構成されているため、中央の冷温切換室１５の加熱が優先される。そのた
め、係る冷却影響が及んでも中央の冷温切換室１５は円滑に加熱されることになる。
【０１２７】
　（１０）Ｃ－Ｃ－Ｃモード
　次に、各冷温切換室１５、１５を冷却する使用状態とする場合、制御装置Ｃは図１７に
示すＣ－Ｃ－Ｃモードを実行する。このＣ－Ｃ－Ｃモードでは、制御装置Ｃは三方弁７３
を制御して第１のポートと第３のポートを連通させ、三方弁７６を制御して第１のポート
と第３のポートを連通させる。また、三方弁８４を制御して第１のポートと第２のポート
を連通させる状態とし、電磁弁９１は開き、電磁弁１０２は閉じる。更に、膨張弁８７は
全開状態とし、膨張弁９６は開いてその弁開度を制御する状態とする。
【０１２８】
　そして、制御装置Ｃは圧縮機２７及び各送風機４９、５１、５８、６３を運転する。圧
縮機２７は運転されて冷媒を圧縮し、配管７２に吐出する。この圧縮機２７から吐出され
た＋７０℃程の高温高圧の冷媒（ガス）は、配管７２から図１７に矢印で示す如く三方弁
７３を経て配管９３から室外熱交換器６２に入り、そこで外気に放熱する。室外熱交換器
６２で放熱し、凝縮した冷媒は配管９４を経て膨張弁９６に流入し、そこで絞られた後、
配管９７、逆止弁９８、配管９９、８１を順次経て室内熱交換器４７に流入し、そこで蒸
発する。
【０１２９】
　室内熱交換器４７を出た冷媒は配管８３、三方弁８４、配管８６、膨張弁８７、配管８
８を順次経て室内熱交換器４１に流入し、そこでも蒸発する。室内熱交換器４１を出た冷
媒は配管７８、電磁弁９１、配管８９を順次経て室内熱交換器５６に流入し、そこでも蒸
発する。各室内熱交換器４７、４１、５６と熱交換して冷却された冷気は送風機５１、４
９、５８によって各室１５、１５、２０内に循環されるので、各室１５、１５、２０内の
商品は＋５℃程に冷却される。室内熱交換器５６で蒸発し、０℃程の温度となった冷媒は
配管１０４を経てアキュムレータ６７に入り、そこで気液分離された後、配管１０６から
圧縮機２７に吸い込まれる。
【０１３０】
　以上詳述した如く、この実施例のＨ－Ｃ－Ｃモードでは二つの吸熱用室内熱交換器ＥＨ
Ｅ（図１５における室内熱交換器４１と室内熱交換器５６）が冷媒流に対して直列に接続
されており、制御装置Ｃが、冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の
室内熱交換器４１）に通風する送風機４９を制御することにより、冷媒下流側に位置する
吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の室内熱交換器５６）の吸熱量を調整するようにした
。実施例では制御装置Ｃが、冷媒下流側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の
室内熱交換器５６）で冷却される冷却専用室２０の温度と当該冷却専用室２０の設定温度
の差が大きい場合、冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の室内熱交
換器４１）に通風する送風機４９の風量を減少させるので、冷媒が吸熱し始める冷媒上流
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側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の室内熱交換器４１）の吸熱量を送風機
４９の制御によって減少させ、冷媒下流側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５
の室内熱交換器５６）の吸熱量を確保することが可能となる。これにより、冷媒下流側に
位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の室内熱交換器５６）で冷却される冷却専用
室２０内の冷却を支障無く行い、適温に維持することが可能となる。
【０１３１】
　この場合、放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１５の室内熱交換器４７）で加熱される右端
の冷温切換室１５と冷媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の室内熱交
換器４１）で冷却される中央の冷温切換室１５とが隣接するように構成しており、放熱用
室内熱交換器ＲＨＥ（図１５の室内熱交換器４７）で加熱される右端の冷温切換室１５と
隣り合うことで負荷が大きくなる中央の冷温切換室１５の冷却を、冷媒が吸熱し始める冷
媒上流側に位置する吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１５の室内熱交換器４１）で優先的に
行うことができるようになり、当該中央の冷温切換室１５の冷却を円滑に行うことが可能
となる。
【０１３２】
　また、この実施例のＨ－Ｈ－Ｃモードでは二つの放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の
室内熱交換器４１と４７）が冷媒流に対して直列に接続されており、制御装置Ｃが、冷媒
上流側に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４１）に通風する送
風機４９を制御することにより、冷媒下流側に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１
６の室内熱交換器４７）の放熱量を調整するようにした。実施例では制御装置Ｃが、冷媒
下流側に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４７）で加熱される
右端の冷温切換室１５の温度と当該冷温切換室１５の設定温度の差が大きい場合、冷媒上
流側に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４１）に通風する送風
機４９の風量を減少させるので、冷媒が放熱し始める冷媒上流側に位置する放熱用室内熱
交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４１）の放熱量を送風機４９の制御によって減少さ
せ、冷媒下流側に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４７）の放
熱量を確保することが可能となる。これにより、冷媒下流側に位置する放熱用室内熱交換
器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４７）で加熱される右端の冷温切換室１５内の加熱を支
障無く行い、適温に維持することが可能となる。
【０１３３】
　この場合、吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ（図１６の室内熱交換器５６）で冷却される冷却
専用室２０と冷媒上流側に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４
１）で加熱される中央の冷温切換室１５とが隣接するように構成しており、吸熱用室内熱
交換器ＥＨＥ（図１６の室内熱交換器５６）で冷却される冷却専用室２０と隣り合うこと
で加熱負荷が大きくなる中央の冷温切換室１５の加熱を、冷媒が放熱し始める冷媒上流側
に位置する放熱用室内熱交換器ＲＨＥ（図１６の室内熱交換器４１）で優先的に行うこと
ができるようになり、当該中央の冷温切換室１５の加熱も円滑に行うことが可能となる。
【０１３４】
　また、上記各実施例の自動販売機１は、冷却及び加熱の切り換えが可能な商品収納室と
しての二つの冷温切換室１５、１５及び各冷温切換室１５、１５にそれぞれ設けられた複
数の冷温切換室用室内熱交換器としての室内熱交換器４１、４７と、冷却専用の商品収納
室としての冷却専用室２０及びこの冷却専用室２０に設けられた冷却専用室用室内熱交換
器としての室内熱交換器５６を備えている。そして、室内熱交換器４１、４７が各運転モ
ードで放熱用室内熱交換器ＲＨＥ又は吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとして機能し、室内熱交
換器５６が吸熱用室内熱交換器ＥＨＥとして機能することになるが、本発明によれば冷温
切換室１５を加熱する使用状態と冷却する使用状態の何れにおいても各室１５、１５、２
０内の温度を適温に保つことが可能となる。
【実施例３】
【０１３５】
　次に、図２０は本出願のもう一つの他の実施例を示している。この実施例では図２０に
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示すように、冷却専用室２０と冷温切換室１５、１５の配置が前記各実施例とは左右逆と
されているものとする。この実施例の自動販売機１の冷却ユニットは、各冷温切換室１５
、１５及び冷却専用室２０を冷却する第１冷却ユニット１０７と、この第１冷却ユニット
１０７とは独立して構成されてこの場合の左端の冷温切換室１５を加熱し、中央の冷温切
換室１５と冷却専用室２０を冷却可能な第２冷却ユニット１０８とを備えている。
【０１３６】
　そして、機械室２６の略中央部に第１冷却ユニット１０７の圧縮機１０９が配置され、
左端の冷温切換室１５内の下部に第２冷却ユニット１０８の圧縮機１１１が配置されてい
る。
【０１３７】
　また、左端の冷温切換室１５には、圧縮機１１１の他に第１冷却ユニット１０７の吸熱
器１１２（この実施例の吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ）と第２冷却ユニット１０８の放熱器
１１３（この実施例の放熱用室内熱交換器ＲＨＥ）が配置され、中央の冷温切換室１５に
は、第１冷却ユニット１０７の吸熱器１１４（この実施例の吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ）
と第２冷却ユニット１０８の吸熱器１１６（この実施例の吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ）が
配置され、冷却専用室２０にも第１冷却ユニット１０７の吸熱器１１７（この実施例の吸
熱用室内熱交換器ＥＨＥ）と第２冷却ユニット１０８の吸熱器１１８（この実施例の吸熱
用室内熱交換器ＥＨＥ）が配置されている。
【０１３８】
　左端の冷温切換室１５には、第２冷却ユニット１０８により加熱する際の熱量の不足を
補うための電気ヒータ１１９が設けられ、中央の冷温切換室１５にはそこを加熱するため
の電気ヒータ１２１が設けられている。また、各室１５、１５、２０には吸熱器１１２、
１１６、１１８の前方に位置して前述した送風機４９、５１、５８がそれぞれ設けられて
いる。
【０１３９】
　第１冷却ユニット１０７は、機械室２６に配置した圧縮機１０９の吐出側に放熱器１２
２（冷媒を放熱させる室外熱交換器）の入口側が接続され、放熱器１２２の出口側が内部
熱交換器１２３と分岐した各分岐路に介設された電磁弁１２４Ａとキャピラリチューブ（
絞り手段）１２６Ａ、電磁弁１２４Ｂとキャピラリチューブ（絞り手段）１２６Ｂ、電磁
弁１２４Ｃとキャピラリチューブ（絞り手段）１２６Ｃとを介して各吸熱器１１２、１１
４、１１７の各入口側に接続される。更に各吸熱器１１２、１１４からの冷媒が合流する
吸熱器１１７の出口側が内部熱交換器１２３を介して圧縮機１０９の吸込側に接続されて
冷媒回路が構成されている。
【０１４０】
　また、第２冷却ユニット１０８は、左端の冷温切換室１５に配置された圧縮機１１１の
吐出側に放熱器１１３の入口側が接続され、放熱器１１３の出口側が電磁弁１２７Ｃ、キ
ャピラリチューブ１２８Ｃを介して吸熱器１２９（冷媒を吸熱させる室外熱交換器）の入
口側に接続され、吸熱器１２９の出口側が圧縮機１１１の吸込側に接続されている。放熱
器１１３の出口側は電磁弁１２７Ｃの上流側で更に二つ分岐し、一つは電磁弁１２７Ａ、
キャピラリチューブ１２８Ａを介して吸熱器１１６の入口側に接続され、もう一つは電磁
弁１２７Ｂ、キャピラリチューブ１２８Ｂを介して吸熱器１１８の入口側に接続されてい
る。吸熱器１１６の出口側は吸熱器１１８の入口側（キャピラリチューブ１２８Ｂの下流
側）に接続され、この吸熱器１１８の出口側が吸熱器１２９の入口側（キャピラリチュー
ブ１２８Ｃの下流側）に接続されて冷媒回路が構成されている。即ち、中央の冷温切換室
１５に設けられた吸熱器１１６と冷却専用室２０に設けられた吸熱器１１８とは第２冷却
ユニット１０８の冷媒流に対して直列に接続されている。
【０１４１】
　そして、これら第１冷却ユニット１０７の放熱器１２２、内部熱交換器１２３、電磁弁
１２４Ａ、１２４Ｂ、１２４Ｃ及びキャピラリチューブ１２６Ａ、１２６Ｂ、１２６Ｃと
、第２冷却ユニット１０８の電磁弁１２７Ａ、１２７Ｂ、１２７Ｃ、キャピラリチューブ
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１２８Ａ、１２８Ｂ、１２８Ｃ、及び、吸熱器１２９は、機械室２６内に配置されている
。また、機械室２６には内部を空冷するための送風機６３が設けられており、これらの機
器は制御装置Ｃによって制御される。
【０１４２】
　更に、左端の冷温切換室１５における第１冷却ユニット１０７の吸熱器１１２と第２冷
却ユニット１０８の圧縮機１１１及び放熱器１１３の配置構成を、当該冷温切換室１５の
前方側から後方側に向けて、第１冷却ユニット１０７の吸熱器１１２、第２冷却ユニット
１０８の放熱器１１３、圧縮機１１１の順で配置している。
【０１４３】
　この場合、第２冷却ユニット１０８の冷媒としては二酸化炭素を使用し、圧縮機１１１
としては冷媒を超臨界圧力以上で圧縮する圧縮機を用いる。尚、第１冷却ユニット１０７
の冷媒としては本実施例では二酸化炭素とするが、特に限定しない。係る構成によれば、
各冷温切換室１５、１５、冷却専用室２０での室内空気が、後側から前側、上方、後部ダ
クト（図示せず）の順で流れており、左端の冷温切換室１５内において、第１冷却ユニッ
ト１０７と第２冷却ユニット１０８が稼働状態にあるとき、例えば、圧縮機１１１の表面
温度が＋８０℃、圧縮機１１１の吐出側の冷媒配管温度が＋１２０℃（放熱器１１３の入
口温度）、放熱器１１３の出口温度が＋６０℃（第２冷却ユニット１０８の冷媒である二
酸化炭素は等温変化ではない）とした場合、圧縮機１１１を冷却した後の室内空気温度は
放熱器１１３の温度より低く、放熱器１１３からの放熱が可能となる。
【０１４４】
　そして、この実施例の構成によれば、左端の冷温切換室１５内に第２冷却ユニット１０
８の圧縮機１１１を配置しているので、圧縮機１１１の発熱による当該圧縮機１１１から
の排熱によって当該左端の冷温切換室１５を加熱することができる。これにより、電気ヒ
ータで加熱する従来の方式に比して消費電力量を抑制することができ、自動販売機の省エ
ネ化を図ることができる。また、第２冷却ユニット１０８の放熱器１１３を左端の冷温切
換室１５内に配置したので、放熱器１１３における冷媒の放熱で当該左端の冷温切換室１
５を加熱することができ、より省エネ化を図ることができる。
【０１４５】
　また、第２冷却ユニット１０８の稼働時に、電磁弁１２７Ａ、１２７Ｂ、１２７Ｃの開
閉制御により、第２冷却ユニット１０８を、冷却専用室２０だけに利用するか、中央の冷
温切換室１５と冷却専用室２０の両室の冷却に利用するか、第２冷却ユニット１０８を中
央の冷温切換室１５と冷却専用室２０の冷却に利用するのを止めるか、を選択することが
できる。
【０１４６】
　また、制御装置Ｃは各冷温切換室１５、１５と冷却専用室２０内の温度に基づいて第１
冷却ユニット１０７の圧縮機１０９と第２冷却ユニット１０８の圧縮機１１１をＯＮ／Ｏ
ＦＦするが、第２冷却ユニット１０８の圧縮機１１１のＯＮ動作に同期させて第１冷却ユ
ニット１０７の圧縮機１０９をＯＮ駆動する。このようにして、第１冷却ユニット１０７
側の機械室２６に配置した放熱器１２２の放熱を、第２冷却ユニット１０８側の機械室２
６に配置した吸熱器１２９で吸熱させることで、第１冷却ユニット１０７側の放熱器１２
２の放熱を第２冷却ユニット１０８側の吸熱器１２９で無駄なく回収することができ、第
２冷却ユニット１０８の吸熱器１２９が単に外気から吸熱するよりも第２冷却ユニット１
０８の効率を高めることができる。
【０１４７】
　但し、制御装置Ｃは中央の冷温切換室１５や冷却専用室２０内の温度が所定値以上にな
った場合、商品の温度を維持するために第２冷却ユニット１０８側の圧縮機１１１の駆動
状態に関係なく、第１冷却ユニット１０７側の圧縮機１０９をＯＮ駆動する。
【０１４８】
　（１１）左端の冷温切換室１５の送風機４９の制御
　前述した如く第２冷却ユニット１０８の圧縮機１１１を左端の冷温切換室１５内に配置
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したことで、当該圧縮機１１１からの排熱を左端の冷温切換室１５の加熱に利用できるも
のであるが、圧縮機１１１が停止中に送風機４９を運転すると、積極的に左端の冷温切換
室１５内の熱を外部に逃がすことになる。そこで、制御装置Ｃは圧縮機１１１を停止した
場合、送風機４９も停止する。それにより、左端の冷温切換室１５の温度低下を抑制する
。
【０１４９】
　また、制御装置Ｃは圧縮機１１１が運転を開始する時点より一定時間前に、送風機４９
の運転を開始し、低速で回転させる。図２１は圧縮機１１１の運転（ＯＮ）／停止（ＯＦ
Ｆ）と同期して送風機４９を運転／停止した場合（Ｌ５）と、圧縮機１１１の停止（ＯＦ
Ｆ）と同期して送風機４９も停止するものの、その停止後、９００ｓ（秒）経過した時点
で送風機４９を３０％の回転数（低速）で運転開始した場合（Ｌ６）の左端の冷温切換室
１５内の温度推移を示している。
【０１５０】
　ここで、実施例では圧縮機１１１が停止後、送風機４９が停止している状態では、停止
から９００ｓ秒を少許超えた時点（図２１に示す停止から９２０ｓ後の左端の破線Ｐ１）
で圧縮機１１１はＯＮするものとする（圧縮機１１１が停止している最短の時間を予め実
験によりもとめておく）。従って、図中Ｌ６は本来ならば圧縮機１１１が運転を開始する
２０ｓ前に制御装置Ｃが送風機４９を運転開始する場合を示している。
【０１５１】
　このように圧縮機１１１が運転を開始する一定時間前に、送風機４９の運転を低速で開
始すると、圧縮機１１１に蓄熱されていた熱を左端の冷温切換室１５内に循環させること
ができるので、当該冷温切換室１５内がそれによって暖まり、圧縮機１１１の運転開始（
ＯＮ）が遅れることになる。実施例では図２１に示す破線Ｐ２（停止から約１３７０ｓ後
）の時点まで圧縮機１１１の起動が遅れた。それにより、圧縮機１１１の運転率が４２％
（Ｌ５の場合）から３７％（Ｌ６の場合）まで低下し、省エネ化することができた。
【０１５２】
　尚、実施例では圧縮機１１１を停止した場合、送風機４９も停止するようにしたが、そ
れに限らず、圧縮機１１１の停止中、送風機４９の回転数を下げて低速（例えば２０％の
回転数等）で運転するかたちとしてもよい。その場合は、圧縮機１１１が運転開始する一
定時間前に送風機４９の回転数を３０％に上げることになる。
【０１５３】
　また、上記実施例では圧縮機１１１の停止から９００ｓ後に送風機４９を運転開始する
（或いは、回転数を上げる）ことにより、圧縮機１１１の運転開始一定時間前に送風機４
９を運転開始（或いは、回転数を上げる）ものとしたが、それに限らず、左端の冷温切換
室１５内の温度が下限値に下がり、圧縮機１１１を再起動する場合、それを一旦保留して
おき、送風機４９を先に起動する（或いは、回転数を上げる）ようにしてもよい。即ち、
圧縮機１１１の運転開始直前に送風機４７を運転開始する（或いは、回転数を上げる）制
御によっても、圧縮機１１１の運転率を低下させることが期待できる。
【０１５４】
　（１２）中央の冷温切換室１５の送風機５１の制御
　また、前述した如く中央の冷温切換室１５に設けられた吸熱器１１６と冷却専用室２０
に設けられた吸熱器１１８とは第２冷却ユニット１０８の冷媒流に対して直列に接続され
ている。従って、中央の冷温切換室１５を冷却する使用状態で第２冷却ユニット１０８が
稼働され、電磁弁１２７Ａが開放されると、放熱器１１３を出た冷媒は電磁弁１２７Ａか
らキャピラリチューブ１２８Ａで絞られた後、中央の冷温切換室１５の吸熱器１１６に流
入して蒸発し、その後、冷却専用室２０の吸熱器１１８に流入して蒸発することになる。
【０１５５】
　そこで、制御装置Ｃは前述した実施例２と同様に冷媒下流側に位置する吸熱器１１８（
吸熱用室内熱交換器（ＥＨＥ）で冷却される冷却専用室２０の温度と当該冷却専用室２０
の設定温度との差に基づいて、冷媒上流側に位置する吸熱器１１６（吸熱用室内熱交換器



(27) JP 2016-18383 A 2016.2.1

10

20

30

40

50

ＥＨＥ）に通風する送風機５１の風量（運転率）を制御することにより、吸熱器１１６に
おける冷媒の吸熱量（蒸発量を調整し、冷却専用室２０の温度が高くなる不都合を回避す
る。
【０１５６】
　具体的には、前述同様に式（Ａ）又は式（Ｂ）を用いて送風機５１の運転率を算出する
。即ち、この場合にも冷媒下流側に位置する冷却専用室２０の温度が設定温度より高く、
その差が大きい場合には冷媒上流側に位置する中央の冷温切換室１５の送風機５１の運転
率（風量）は減少することになる。それにより、吸熱器１１６での冷媒の吸熱量（蒸発量
）が減少するので、吸熱器１１８での冷媒の吸熱量（蒸発量）が増加することになる。尚
、送風機５８は一定の運転率で運転するものとする。それにより、前述同様に中央の冷温
切換室１５と冷却専用室２０内の空気温度は略同様に低下していくようになり、各室１５
、２０内の商品の温度も略同様になる。
【０１５７】
　また、この実施例では第２冷却ユニット１０８の稼働状態において、左端の冷温切換室
１５は加熱する使用状態となる。そのため、左端の冷温切換室１５に隣接している中央の
冷温切換室１５は左端の冷温切換室１５から熱影響を受けることになり、冷却専用室２０
に比較して、中央の冷温切換室１５の冷却負荷は大きくなるが、冷媒は先ずこの中央の冷
温切換室１５の吸熱器１１６で吸熱（蒸発）し始めるように構成されているため、中央の
冷温切換室１５の冷却が優先される。そのため、係る熱影響が及んでも中央の冷温切換室
１５は円滑に冷却されることになる。
【０１５８】
　更に、この実施例では第２冷却ユニット１０８の絞り手段としてキャピラリチューブ１
２８Ａ～１２８Ｃを採用し、電磁弁１２７Ａ～１２７Ｃと組み合わせて用いるようにして
いるが、これらを前述の実施例と同様の膨張弁（電子膨張弁）で構成してもよい。
【０１５９】
　そして、吸熱器１１６、１１８（吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ）で冷媒を吸熱させずに（
従って、それらの入口の膨張弁は全閉）、吸熱器１２９（この場合の室外熱交換器）で冷
媒を吸熱させる運転状態では、実施例１と同様に制御装置Ｃが放熱器１１３（放熱用室内
熱交換器ＲＨＥ）の出口の冷却過冷却度に基づいて吸熱器１２９の入口の膨張弁を制御す
る。一方、吸熱器１１６、及び／又は、吸熱器１１８で冷媒を吸熱させる運転状態では、
実施例１と同様に制御装置Ｃが吸熱器１１６、又は、吸熱器１１８の出口の冷媒過熱度に
基づいてそれらの入口の膨張弁を制御するようにしてもよい。
【０１６０】
　尚、実施例では図示していないが、温度センサで冷媒過熱度や冷媒過冷却度を検知する
場合、冷媒の蒸発温度や凝縮温度の検出が必要となるため、熱交換器の冷媒入口や中央部
等に温度センサを設けたり、冷媒の蒸発圧力や凝縮圧力を測定するセンサ（圧力から温度
を演算する）を設けている。そして、冷媒過熱度は、熱交換器出口温度－蒸発温度から算
出し、冷媒過冷却度は、凝縮温度－熱交換器出口温度から算出している。
【符号の説明】
【０１６１】
　１　自動販売機
　２　本体
　１５　冷温切換室（商品収納室）
　２０　冷却専用室（商品収納室）
　２７、１０９、１１１　圧縮機
　２９　四方弁
　３８、４４、５３、８７、９６、１０３　膨張弁（絞り手段）
　４１、４７、５６　室内熱交換器（放熱用室内熱交換器ＲＨＥ、吸熱用室内熱交換器Ｅ
ＨＥ）
　４９、５１、５８、６３　送風機
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　６２　室外熱交換器
　６９、７０、７１　温度センサ
　１０７　第１冷却ユニット
　１０８　第２冷却ユニット
　１１３　放熱器（放熱用室内熱交換器ＲＨＥ）
　１１６、１１８、１２９　吸熱器（吸熱用室内熱交換器ＥＨＥ、室外熱交換器）
　Ｃ　制御装置（制御手段）
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】
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